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1. 概要 

本計算書は，「Ｖ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針に基

づき，残留熱除去系熱交換器が設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを説明

するものである。 

残留熱除去系熱交換器は，設計基準対象施設においては既設のＳクラス施設に，重大事故等

対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。

以下，分類に応じた構造強度評価を示す。 
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2. 一般事項 

2.1 構造計画 

残留熱除去系熱交換器の構造計画を表2－1に示す。 

 

   表2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

支持構造 主体構造 

胴を4個のラ

グ で 支 持

し，ラグを

それぞれ架

台に取付ボ

ルトで取り

付ける。 

 

水室，管板，

胴を有するラ

グ支持たて置

円筒形容器 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

胴板 

（ラグ付根部） 

ラグ 取付ボルト 

（ラグ部） 
シアーラグ

取付ボルト 

（振れ止め部） 

胴板 

（振れ止め付根部） 

Ａ号機 

Ｂ号機 

ラグ 

シアーラグ

胴板 

（振れ止め付根部）

振れ止め 

取付ボルト 

（振れ止め部) 

取付ボルト 

（ラグ部） 

胴板 

（ラグ付根部） 

振れ止め 
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2.2 評価方針 

残留熱除去系熱交換器の応力評価は，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針 3.1 構造強度上

の制限」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」に

て示す残留熱除去系熱交換器の部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所において，

「4.4 解析モデル及び諸元」及び「4.5 固有周期」で算出した固有周期及び荷重に基づく

応力等が許容限界内に収まることを，「4. 地震応答解析及び構造強度評価」にて示す方法

にて確認することで実施する。確認結果を「5. 評価結果」に示す。 

残留熱除去系熱交換器の耐震評価フローを図 2－1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 残留熱除去系熱交換器の耐震評価フロー 

 

解析モデル設定 

有限要素法モデルの作成

固有値解析 

地   震   応   答   解   析 

地震時における応力 

容器の構造強度評価 

設計用地震力 
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2.3 適用基準 

   適用基準を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－

1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版）（日本電気協

会 電気技術基準調査委員会 昭和59年9月，昭和62年8月及び平成3年6月） 

(2) 発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。）） 

ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9 月）（以下「設計・建

設規格」という。） 
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2.4 記号の説明 

記  号 記   号   の   説   明 単 位

ＡＬｂ 取付ボルト（ラグ部及び振れ止め部）の軸断面積 mm
2 

ＡＴｂ 取付ボルト（振れ止め部）の軸断面積 mm
2
 

ＡＬｓ１ 鉛直方向荷重に対するラグのせん断断面積 mm
2 

ＡＬｓ２ 円周方向荷重に対するラグのせん断断面積 mm
2
 

ＡＴｓ 鉛直方向荷重に対する振れ止めのせん断断面積 mm
2 

ＡＴ 半径方向荷重に対する振れ止めの断面積 mm
2 

ＡＳ せん断方向荷重に対するシアーラグの断面積 mm
2 

ａＬ ラグの半径方向端面から胴板までの距離 mm 

ａＴ 振れ止めの円周方向の幅 mm 

ｂＬ ラグの半径方向端面から取付ボルト中心までの距離 mm 

ＣＬ１ ラグの胴付根部のアタッチメントの幅の2分の1（胴の周方向） mm 

ＣＬ２ ラグの胴付根部のアタッチメントの幅の2分の1（胴の軸方向） mm 

ＣＴ１ 振れ止めの胴付根部のアタッチメントの幅の2分の1（胴の周方向） mm 

ＣＴ２ 振れ止めの胴付根部のアタッチメントの幅の2分の1（胴の軸方向） mm 

ＣＬｃｊ，ＣＴｃｊ 周方向モーメントによる応力の補正係数（引用文献(2)より得られる

値）（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 
－ 

ＣＬ ｊ 鉛直方向モーメントによる応力の補正係数（引用文献(2)より得られ

る値）（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 
－ 

ｃＬ ラグの据付くシアーラグ端面から取付ボルト中心までの距離 mm 

Ｄｉ 胴の内径 mm 

ｄＴ 振れ止め中心から取付ボルト中心までの距離 mm 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1又はSSB-3131に定める値 MPa 

Ｆ* Ｆ値を求める際において，設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133

に定める値 

MPa 

ＦＶ 鉛直方向地震力による荷重 N 

ＦＬ０１ 運転時質量によりラグの取付ボルトに作用する鉛直方向荷重 N 

ＦＬ０１Ｖ 鉛直方向地震力によりラグの取付ボルトに作用する鉛直方向荷重 N 

ＦＬ１１ 水平方向地震力によりラグの取付ボルトに作用する鉛直方向荷重 N 

ＦＴｒ 運転時質量により胴の振れ止め付根部に半径方向に作用する荷重 N 

ＦＴｒＶ 鉛直方向地震力により胴の振れ止め付根部に半径方向に作用する荷重 N 

ＦＴｒＨ 水平方向地震力により胴の振れ止め付根部に半径方向に作用する荷重 N 

ＦＴｓｒ 振れ止めの引張方向に作用する荷重 N 

ＦＴｓ  振れ止めのせん断方向に作用する荷重 N 

ＦＴｂ 振れ止めの取付ボルトに作用するせん断方向の荷重 N 

fＳｓｂ シアーラグの許容せん断応力 MPa 
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記  号 記   号   の   説   明 単 位

fＴｓｂ 振れ止めの取付ボルトの許容せん断応力 MPa 

fＬｔ ラグの許容引張応力 MPa 

fＴｔ 振れ止めの許容引張応力 MPa 

fＬｔｏ 引張力のみを受けるラグの取付ボルトの許容引張応力 MPa 

fＴｔｏ 引張力のみを受ける振れ止めの取付ボルトの許容引張応力 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s
2
 

ＩＬ ラグ部の胴の断面二次モーメント mm
４
 

ＩＴ 振れ止め部の胴の断面二次モーメント mm
４
 

ｋＬｃｊ，ｋＬ ｊ，

ｋＴｃｊ 

引用文献(1)によるアタッチメントパラメータの周方向及び軸方向の

補正係数（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 
－ 

Ｋ１Ｎｊ， Ｋ１Ｍｊ 引用文献(2)によるアタッチメントパラメータの膜応力及び曲げ応力

に対する補正係数（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 
－ 

ＭＬＨ 水平方向地震力によるラグ部の胴の曲げモーメント N･mm

ＭＴＨ 水平方向地震力による振れ止め部の胴の曲げモーメント N･mm

ＭＬ１ 水平方向地震力によるラグ付根部の鉛直方向モーメント N･mm

ＭＬ３ 水平方向地震力によるラグ付根部のねじりモーメント N･mm

ＭＴ３ 水平方向地震力による振れ止め付根部のねじりモーメント N･mm

ＭＬｃ 水平方向地震力によるラグ付根部の周方向モーメント N･mm

ＭＴｃ 水平方向地震力による振れ止め付根部の周方向モーメント N･mm

ＭＬ  運転時質量によるラグ付根部の鉛直方向モーメント N･mm

ＭＬ Ｖ 鉛直方向地震力によるラグ付根部の鉛直方向モーメント N･mm

ＭＴｓ 振れ止めに作用する曲げモーメント N･mm

ＭＴｂ 振れ止めの取付ボルトの締結部に作用する曲げモーメント N･mm

ｍ０ 容器の運転時質量 kg 

Ｍｘ 胴に生じる軸方向の曲げモーメント N 

Ｍφ 胴に生じる周方向の曲げモーメント N 

Ｎｘ 胴に生じる軸方向の膜力 N/mm

Ｎφ 胴に生じる周方向の膜力 N/mm

ｎＬ ラグ1個当たりの取付ボルトの本数 － 

ｎＴ 振れ止め1個当たりの取付ボルトの本数 － 

Ｐ 半径方向荷重 N 

Ｐｒ 最高使用圧力 MPa 

ＰＴｂ 振れ止めの取付ボルトに作用する軸方向の荷重 N 

ＱＬ 水平方向地震力によるラグ付根部の周方向荷重 N 

ＱＴ 水平方向地震力による振れ止め付根部の周方向荷重 N 
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記  号 記   号   の   説   明 単 位

ＱＳ シアーラグに作用するのせん断方向荷重 N 

ＲＬ 運転時質量によるラグ付根部の鉛直方向荷重 N 

ＲＬ１ 水平方向地震力によるラグ付根部の鉛直方向荷重 N 

ＲＬＶ 鉛直方向地震力によるラグ付根部の鉛直方向荷重 N 

ｒｍＬ ラグ部の胴の平均半径 mm 

ｒｍＴ 振れ止め部の胴の平均半径 mm 

Ｓ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5に定める値 MPa 

Ｓａ 胴の許容応力 MPa 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 MPa 

Ｔ１ 固有周期（一次） s 

Ｔ２ 固有周期（二次） ｓ 

Ｔ３ 固有周期（三次） ｓ 

ｔＬ ラグ部の胴の厚さ mm 

ｔＴ 振れ止め部の胴の厚さ mm 

ＺＬｓｐ ラグのねじり断面係数 mm
3 

ＺＬｓ  ラグの半径方向軸に対する断面係数 mm
3
 

ＺＬｓｔ ラグの周方向軸に対する断面係数 mm
3
 

ＺＴｓ 振れ止めの鉛直方向軸に対する断面係数 mm
3
 

β，βＬ１，βＬ２，

βＬｃ，βＬ ， 

βＴ１，βＴ２， 

βＴｃ，βＮ，βＭ

引用文献(2)によるアタッチメントパラメータ － 

γＬ，γＴ 引用文献(2)によるシェルパラメータ － 

π 円周率 － 

σＬ０ 胴のラグ付根部の一次一般膜応力最大値 MPa 

σＴ０ 胴の振れ止め付根部の一次一般膜応力最大値 MPa 

σＬ０φ 胴のラグ付根部の周方向一次一般膜応力 MPa 

σＴ０φ 胴の振れ止め付根部の周方向一次一般膜応力 MPa 

σＬ０ｘ  胴のラグ付根部の軸方向一次一般膜応力 MPa 

σＴ０ｘ 胴の振れ止め付根部の軸方向一次一般膜応力 MPa 

σＬ１ 胴のラグ付根部の一次応力の最大値 MPa 

σＴ１ 胴の振れ止め付根部の一次応力の最大値 MPa 

σＬ１１，σＬ１２ 水平方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴のラグ付根部

の組合せ一次応力 

MPa 
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記  号 記   号   の   説   明 単 位

σＴ１１，σＴ１２ 水平方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の振れ止め付

根部の組合せ一次応力 

MPa 

σＬ２ 胴のラグ付根部の一次応力＋二次応力の最大値 MPa 

σＴ２ 胴の振れ止め付根部の一次応力＋二次応力の最大値 MPa 

σＬ２１，σＬ２２ 水平方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴のラグ付根部

の組合せ一次応力＋二次応力の変動値 

MPa 

σＴ２１，σＴ２２ 水平方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の振れ止め付

根部の組合せ一次応力＋二次応力の変動値 

MPa 

σＬｂ ラグ部の取付ボルトに生じる引張応力の最大値 MPa 

σＴｂ 振れ止め部の取付ボルトに生じる引張応力の最大値 MPa 

σＬｓ ラグの組合せ応力の最大値 MPa 

σＴｓ 振れ止めの組合せ応力の最大値 MPa 

σＬｓ１ 運転時質量によるラグの曲げ応力 MPa 

σＴｓ１，σＴｓ２ 振れ止めの引張応力及び曲げ応力 MPa 

σＬｓ２ 水平方向地震力によるラグの曲げ応力 MPa 

σＬｓ７ 鉛直方向地震力によるラグの曲げ応力 MPa 

σＬｘｅ１，σＬｘｅ２ 水平方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴のラグ付根部

の軸方向一次応力の和 

MPa 

σＴｘｅ１，σＴｘｅ２ 水平方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の振れ止め付

根部の軸方向一次応力の和 

MPa 

σＬφｅ１，σＬφｅ２

 

水平方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴のラグ付根部

の周方向一次応力の和 

MPa 

σＴφｅ１，σＴφｅ２ 水平方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の振れ止め付

根部の周方向一次応力の和 

MPa 

σＬ２ｘｅ１， 

σＬ２ｘｅ２ 

水平方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴のラグ付根部

の軸方向一次応力＋二次応力 

MPa 

σＴ２ｘｅ１， 

σＴ２ｘｅ２ 

水平方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の振れ止め付

根部の軸方向一次応力＋二次応力 

MPa 

σＬ２φｅ１， 

σＬ２φｅ２ 

水平方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴のラグ付根部

の周方向一次応力＋二次応力 

MPa 

σＴ２φｅ１， 

σＴ２φｅ２ 

水平方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の振れ止め付

根部の周方向一次応力＋二次応力 

MPa 

σＬφ１，σＬｘ１ 内圧による胴のラグ付根部の周方向及び軸方向応力 MPa 

σＴφ１，σＴｘ１ 内圧による胴の振れ止め付根部の周方向及び軸方向応力 MPa 

σφ２ 静水頭に作用する鉛直方向地震力による胴の周方向応力 MPa 
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記  号 記   号   の   説   明 単 位

σＬｘ２ 運転時質量による胴のラグ付根部及び軸方向応力 MPa 

σＴｘ２ 運転時質量による胴の振れ止め付根部及び軸方向応力 MPa 

σＬφ３，σＬｘ３ 運転時質量により生じる鉛直方向モーメントによる胴のラグ付根部の

周方向及び軸方向応力 

MPa 

σＴφｒ ，σＴｘｒ 運転時質量により生じる半径方向荷重による胴の振れ止め付根部の周

方向及び軸方向応力 

MPa 

σＬｘ４ 水平方向地震力が作用した場合の転倒モーメントによる胴のラグ付根

部の軸方向応力 

MPa 

σＴｘ４ 水平方向地震力が作用した場合の転倒モーメントによる胴の振れ止め

付根部の軸方向応力 

MPa 

σＬφ５，σＬｘ５ 水平方向地震力が作用した場合の鉛直方向モーメントによる胴のラグ

付根部の周方向及び軸方向一次応力 

MPa 

σＬ２φ５，σＬ２ｘ５ 水平方向地震力が作用した場合の鉛直方向モーメントによる胴のラグ

付根部の周方向及び軸方向二次応力 

MPa 

σＬφ７，σＬｘ７ 水平方向地震力が作用した場合の周方向モーメントによる胴のラグ付

根部の周方向及び軸方向一次応力 

MPa 

σＬ２φ７，σＬ２ｘ７ 水平方向地震力が作用した場合の周方向モーメントによる胴のラグ付

根部の周方向及び軸方向二次応力 

MPa 

σＴφ７，σＴｘ７ 水平方向地震力が作用した場合の周方向モーメントによる胴の振れ止

め付根部の周方向及び軸方向一次応力 

MPa 

σＴ２φ７，σＴ２ｘ７ 水平方向地震力が作用した場合の周方向モーメントによる胴の振れ止

め付根部の周方向及び軸方向二次応力 

MPa 

σＴφｒＨ， 

σＴｘｒＨ 

水平方向地震力が作用した場合の半径方向荷重による胴の振れ止め付

根部の周方向及び軸方向一次応力 

MPa 

σＴ２φｒＨ， 

σＴ２ｘｒＨ 

水平方向地震力が作用した場合の半径方向荷重による胴の振れ止め付

根部の周方向及び軸方向二次応力 

MPa 

σＬｘ１１ 鉛直方向地震力によるラグ付根部の胴断面に生じる引張応力 MPa 

σＴｘ１１ 鉛直方向地震力による振れ止め付根部の胴断面に生じる引張応力 MPa 

σＬφ１２，σＬｘ１２ 鉛直方向地震力により生じる鉛直方向モーメントによる胴のラグ付根

部の周方向及び軸方向一次応力 

MPa 

σＴφｒＶ，σＴｘｒＶ 鉛直方向地震力により生じる半径方向荷重による胴の振れ止め付根部

の周方向及び軸方向一次応力 

MPa 

σＬ２φ１２， 

σＬ２ｘ１２ 

鉛直方向地震力により生じる鉛直方向モーメントによる胴のラグ付根

部の周方向及び軸方向二次応力 

MPa 

   

g g 
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記  号 記   号   の   説   明 単 位

σＴ２φｒＶ， 

σＴ２ｘｒＶ 

鉛直方向地震力により生じる半径方向荷重による胴の振れ止め付根部

の周方向及び軸方向二次応力 

MPa 

τＬ３ 水平方向地震力により胴のラグ付根部に生じるねじりモーメントによ

るせん断応力 

MPa 

τＴ３ 水平方向地震力により胴の振れ止め付根部に生じるねじりモーメント

によるせん断応力 

MPa 

τＴｂ 振れ止めの取付ボルトに生じるせん断応力の最大値 MPa 

τＳ シアーラグに生じるせん断応力の最大値 MPa 

τＬｃ１ 水平方向地震力により胴のラグ付根部に生じる周方向せん断応力 MPa 

τＴｃ１ 水平方向地震力により胴の振れ止め付根部に生じる周方向せん断応力 MPa 

τ Ｌ １  運転時質量により胴のラグ付根部に生じる軸方向せん断応力 MPa 

τ Ｌ ２  水平方向地震力により胴のラグ付根部に生じる軸方向せん断応力 MPa 

τ Ｌ ６  鉛直方向地震力により胴のラグ付根部に生じる軸方向せん断応力 MPa 

τＬｓ１ 運転時質量によるラグのせん断応力 MPa 

τＴｓ１ 運転時質量と地震力による振れ止めのせん断応力 MPa 

τＬｓ２ 水平方向地震力によるラグのせん断応力 MPa 

τＬｓ７ 鉛直方向地震力によるラグのせん断応力 MPa 

注：「設計・建設規格」とは，発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005年版（2007年追補版

含む。））ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007）（日本機械学会 2007年）をいう。 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2 に示すとおりとする。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位

震度 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位

最高使用圧力 MPa ― ― 小数点以下第 2 位

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

 下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1 

 胴板の厚さ mm ― ― 小数点以下第 1 位

面積＊2 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

力 N 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1 位の場合は，小数点以下第 1 位表示とする。 

  ＊2：絶対値が 1000 以上のときはべき数表示とする。 

  ＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点

は，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位までの値とする。 

長

さ
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3. 評価部位 

残留熱除去系熱交換器の耐震評価は，「4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法」に示

す条件に基づき，胴板（ラグ付根部及び振れ止め付根部），ラグ，振れ止め，取付ボルト

（ラグ部及び振れ止め部），シアーラグについて実施する。残留熱除去系熱交換器の耐震評

価部位については，表2－1の概略構造図に示す。 

なお，残留熱除去系熱交換器はＡ号機とＢ号機で架台の形状が異なるため，Ａ号機とＢ号

機それぞれについて耐震評価を実施する。 

 

4. 地震応答解析及び構造強度評価 

4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

(1) 容器及び内容物の質量はラグの中心を基準にして 部分に分け，各部分の全質量が，そ

れぞれの重心に集中するものとする。 

(2) 地震力は，容器に対して水平方向及び鉛直方向から個別に作用するものとし，原則とし

て，応力評価において組合せるものとする。なお，取付ボルトにおいては，作用する荷重

の算出において組合せるものとする。 

(3) 容器の胴は4 個のラグで支持され，ラグはそれぞれ架台に取付ボルトで取り付いている。

また，容器の胴は4 個の振れ止めで横揺れを押さえられており，振れ止めはそれぞれ振れ

止めサポートに取付ボルトで取り付いている。 

(4) 水平方向は，胴をはりと考え，変形モードは胴の曲げ及びせん断変形を考慮する。胴の

鉛直方向は剛とみなす。 

(5) 胴板とラグ及び振れ止めとの取付部において胴板の局部変形を考慮する。 

(6)  ラグは，胴の半径方向にスライド可能とし，半径方向の荷重は受けもたないものとする。

また，円周方向の荷重に対しては，取付ボルト間の中心を軸とする回転方向に自由度を有

しているものとする。 

(7) 振れ止めは，胴の鉛直方向にスライド可能とし，鉛直方向の荷重は受けもたないものと

する。  
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4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

 4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

残留熱除去系熱交換器の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評

価に用いるものを表4－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表4－2に示す。 

 

4.2.2  許容応力 

    残留熱除去系熱交換器の許容応力を表4－3～表4－4に示す。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力 

残留熱除去系熱交換器の使用材料の許容応力のうち設計基準対象施設の評価に用いる

ものを表4－5に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表4－6に示す。 

 

 



 

表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 供用状態 

原子炉冷却 

系統施設 

残留熱除去 

設備 

残留熱除去系 

熱交換器 
Ｓ クラス２容器* 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

  注記 ＊：クラス２容器の支持構造物を含む。 

 

表 4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類 機器等の区分 荷重の組合せ 供用状態 

原子炉冷却

系統施設 

残留熱除去 

設備 

残留熱除去系 

熱交換器 

常設耐震/防止 

常設/緩和 

重大事故等 

クラス２容器 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ ⅤＡＳ 

注記 ＊1：「常設耐震/防止」は，常設耐震重要重大事故防止設備，「常設/防止」は，常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設

重大事故防止設備，「常設/緩和」は，常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：重大事故等クラス２容器の支持構造物を含む。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

＊4：ⅤＡＳとして，ⅣＡＳの許容限界を用いる。 

*1

NT2 補③ Ⅴ-2-5-4-1-1 R0 

*3

1
4
 

 
 

*4

*2 

＊



 

 

 

表4－3 許容応力（クラス２，３容器及び重大事故等クラス２容器（クラス２，３容器）） 

許容応力状態 

許 容 限 界 

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 

   一次応力＋ 

 二次応力 

一次応力＋二次応力＋ 

ピーク応力 

ⅢＡＳ 

Ｓｙと 0.6・Ｓｕの小さい方 

ただし，オーステナイト系

ステンレス鋼及び高ニッケ

ル合金については上記の値

と 1.2・Ｓとの大きい方 

左欄の 1.5 倍の値 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は基準地震動Ｓｓのみ

による疲労解析を行い，疲労累積係数が 1.0

以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次応力＋二次応

力の変動値が 2・Ｓｙ以下であれば，疲労解析

は行わない。 ⅣＡＳ 

0.6・Ｓｕ 左欄の 1.5 倍の値 
ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして，Ⅳ

ＡＳの許容限界を用

いる。） 

 

基準地震動Ｓｓのみによる疲労解析を行い，疲労

累積係数が 1.0 以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次応力＋二次応力の変

動値が 2・Ｓｙ以下であれば，疲労解析は行わな

い。 

   注記 ＊1：2・Ｓｙを超えるときは，弾塑性解析若しくは，設計・建設規格 PVB-3300（PVB-3313 を除く。Ｓｍは 2/3・Ｓｙ

と読み替える。）の簡易弾塑性解析を用いる。 

*1 

*1 

1
5
 

NT2 補③ Ⅴ-2-5-4-1-1 R0 



 

 

 

表4－4 許容応力（クラス２，３支持構造物及び重大事故等クラス２支持構造物（クラス２，３支持構造物）） 

許容応力状態 

許 容 限 界 

（ラグ及び振れ止め） 

許 容 限 界 

（取付ボルト） 

許 容 限 界 

（シアーラグ） 

一次応力 一次応力    一次応力 

組合せ 引張り せん断 せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして，ⅣＡＳの許容

限界を用いる。） 

     注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：クラス２支持構造物においてＦ値の算出時，Ｓｙ及びＳｙ（ＲＴ）をそれぞれ 1.2・Ｓｙ及び 1.2・Ｓｙ（ＲＴ）

と読み替える。クラス３支持構造物においては，Ｓｙを 1.2・Ｓｙと読み替える。ただし，オーステナイト系ステ

ンレス鋼及び高ニッケル合金については，本読み替えを行わない。 

 

*1 *1 *1

NT2 補③ Ⅴ-2-5-4-1-1 R0 

1
6
 

＊

*2 

＊

*2

＊

*2

＊

*2



 

 

 

表 4－5 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ）

(MPa) 

胴板 SB410 最高使用温度 249 － 180 391 － 

ラグ SM400A 最高使用温度 249 － 160 373 － 

振れ止め SM400A 最高使用温度 249 － 173 373 － 

取付ボルト SCM435 周囲環境温度 － 764 906 － 

シアーラグ SM400A 周囲環境温度 － 211 394 － 

 

表 4－6 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ）

(MPa) 

胴板 SB410 最高使用温度 249 － 180 391 － 

ラグ SM400A 最高使用温度 249 － 160 373 － 

振れ止め SM400A 最高使用温度 249 － 173 373 － 

取付ボルト SCM435 周囲環境温度 － 730 868 － 

シアーラグ SM400A 周囲環境温度 ― 206 385 ― 

NT2 補③ Ⅴ-2-5-4-1-1 R0 

1
7
 



 

18 

 

N
T
2
 
補

③
 
Ⅴ

-
 
2
-
5
-
4
-
1
-
1
 
R
0
 

 

4.3 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表4－7及び表4－8に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は， 

「Ｖ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づく。 

 

表 4－7 設計用地震力（設計基準対象施設） 

耐震 

重要度分類 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
 基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

Ｓ 
原子炉建屋

EL. 2.0 ＊1

ＣＨ＝0.63 

又は＊2 

ＣＶ＝0.50 

又は＊2 

ＣＨ＝0.73

又は＊3 

ＣＶ＝0.64

又は＊3 

注記 ＊1:基準床レベルを示す。 

 ＊2:弾性設計用地震動Ｓｄに基づく設計用床応答スペクトルより得られる値 

 ＊3:基準地震動Ｓｓに基づく設計用床応答スペクトルより得られる値 

 

 

表 4－8 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

設備分類 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
 基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

常設耐震／ 

防止 

常設／緩和 

原子炉建屋

EL. 2.0 ＊1 － － 
ＣＨ＝0.73

又は＊3 

ＣＶ＝0.64

又は＊3 

注記 ＊1:基準床レベルを示す。 

 ＊2:弾性設計用地震動Ｓｄに基づく設計用床応答スペクトルより得られる値 

 ＊3:基準地震動Ｓｓに基づく設計用床応答スペクトルより得られる値 
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4.4 解析モデル及び諸元 

  残留熱除去系熱交換器の解析モデルを図4-1～図4－2に，解析モデルの概要を以下に示す。

また，機器の諸元を表4-9に示す。 

   （1）熱交換器本体及び架台をはり要素でモデル化する。なお，架台の形状が異なることか

ら，Ａ号機とＢ号機それぞれをモデル化する。 

   （2）熱交換器本体を 質点系振動モデルとして考える。 

   （3）拘束条件は，壁面及び床面と架台の取合い部を完全拘束とし、ラグ及び振れ止めは一

方向にスライド可能とする。 

（4）計算機コードは，「ＳＡＰ－Ⅳ」を使用し，固有値及び荷重を求める。 

なお，評価に用いる計算機コードの検証及び妥当性確認等の概要については，「Ⅴ-

5-3 計算機プログラム（解析コード）の概要 ＳＡＰ－Ⅳ」に示す。 

 

 

 

図4－1 解析モデル（Ａ号機） 
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図4－2 解析モデル（Ｂ号機） 
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表4－9 機器諸元 

項目 記号 単位 入力値 

材質 － － 

質量 m ０ kg 

温度条件 

（最高使用温度又

は雰囲気温度） 

Τ ℃ 

縦弾性係数 Ε MPa 

ポアソン比 ν － 

要素数 － 個 

節点数 － 個 
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4.5 固有周期 

 計算機コード「ＳＡＰ－Ⅳ」により求めた固有値解析の結果を表3－1に示す。 

 

表 3－1 固有周期（s） 

モード 
Ａ号機 Ｂ号機 

卓越方向 固有周期 卓越方向 固有周期 

一次 

二次 

三次 
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3.8 計算方法 

3.8.1 応力の計算方法 

応力計算は，ＳＲＳＳ法を用いて行い，水平震度については，ＥＷ方向及びＮＳ方向

の場合に分けて組合せるものとする。 

3.8.1.1 胴板（ラグ付根部）の応力 

(1) 内圧による応力 

 

                         （3.8.1.1.1） 

 

＝0σ ２φ                                                   （3.8.1.1.2） 

 

                        （3.8.1.1.3） 

 

(2) 運転時質量による応力 

  

                                                （3.8.1.1.4） 

 

(3) 鉛直方向地震力により胴断面に生じる引張応力 

        鉛直方向地震力による荷重Ｆｖは，図3－1及び図3－2に示す解析モデルについて

計算機コード「ＳＡＰ－Ⅳ」により得られる値を使用する。 

 

                         （3.8.1.1.5） 

 

(4) 運転時質量による胴のラグ付根部の応力 
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運転時質量による鉛直方向モーメントＭＬ 及び反力ＲＬは，図3－1及び図3－2に

示す計算モデルについて計算機コード「ＳＡＰ－Ⅳ」により得られる値を使用する。 

鉛直方向曲げモーメントＭＬ により生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は，引

用文献(2)により次のようにして求める。 

シェルパラメータγＬ及びアタッチメントパラメータβＬ は，以下のように定義

する。 

γＬ＝ｒｍＬ／ｔＬ                                            （3.8.1.1.6） 

βＬ１＝ＣＬ１／ｒｍＬ                                         （3.8.1.1.7） 

βＬ２＝ＣＬ２／ｒｍＬ                                         （3.8.1.1.8） 

 3 2 
２Ｌ１ＬＬ ・ββ＝β                                       （3.8.1.1.9） 

ただし，βＬ ≦0.5 

シェルパラメータγＬ及びアタッチメントパラメータβＬ によって引用文献(2)

の図より値（以下＊を付記するもの）を求めることにより，次式で求める。 

 

 （3.8.1.1.10） 

 

 （3.8.1.1.11） 

 

反力ＲＬによるせん断応力 

 

                                    （3.8.1.1.12） 

 

(5) 鉛直方向地震力による胴のラグ付根部の応力 

鉛直方向地震力による鉛直方向モーメント
ＶＬＭ は，図3－1及び図3－2に示す

解析モデルについて計算機コード「ＳＡＰ－Ⅳ」により得られる値を使用する。 

鉛直方向地震力による鉛直方向曲げモーメント
ＶＬＭ により生じる周方向応力

及び 軸方向応力はシェルパラメータγＬ及びアタッチメントパラメータβＬ に

よって引用文献(2)の図より値（以下＊を付記するもの）を求めることにより，

次式で求める。 

一次応力 

 

（3.8.1.1.13） 

 

（3.8.1.1.14） 
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二次応力 

 

 （3.8.1.1.15） 

 

  （3.8.1.1.16） 

 

ここで，アタッチメントパラメータβＬ は，次式で表される。ただし，二次応

力を求める場合は更にｋＬ を乗じた値とする。 

 3 2
２Ｌ１ＬＬ ・ββ＝β                                       （3.8.1.1.17） 

 

鉛直方向地震力による反力ＲＬＶは，図3－1及び図3－2に示す解析モデルについ

て計算機コード「ＳＡＰ－Ⅳ」により得られる値を使用し，反力ＲＬＶによるせん

断応力は，次式で表される。 

 

                                  （3.8.1.1.18） 

 

(6) 水平方向地震による胴の曲げ応力 

 

                          （3.8.1.1.19） 

 

水平方向地震力による曲げモーメントＭＬＨは，図3－1及び図3－2に示す解析モ

デルについて計算機コード「ＳＡＰ－Ⅳ」により得られる値を使用する。 

ここで，胴の断面二次モーメントＩＬは次のように求める。 

 

                               （3.8.1.1.20） 
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(7) 水平方向地震力による胴のラグ付根部に作用する荷重及びモーメント

図3－4 ラグに作用する周方向曲げモーメント及びねじりモーメントと力 

水平方向地震力による鉛直方向曲げモーメントの最大値ＭＬ１は，図3－1及び 

図3－2に示す解析モデルについて計算機コード「ＳＡＰ－Ⅳ」により得られる値

を使用する。 

鉛直方向モーメントＭＬ１により生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は，

（3.8.1.1.10）式のσＬφ３及び（3.8.1.1.11）式のσＬｘ３と同様にして次式で求める。 

一次応力 

  （3.8.1.1.21） 

  （3.8.1.1.22） 

二次応力 

 （3.8.1.1.23） 

 （3.8.1.1.24） 

ここで，アタッチメントパラメータβＬ は次式で表される。ただし，二次応力

を求める場合は，更にｋＬ を乗じた値とする。 

 3 2
２Ｌ１ＬＬ ・ββ＝β  （3.8.1.1.25） 
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水平方向地震による周方向曲げモーメントの最大値ＭＬｃは，図3－1及び図3－2

に示す解析モデルについて計算機コード「ＳＡＰ－Ⅳ」により得られる値を使用

する。 

周方向曲げモーメントＭＬｃにより生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は，次

式で求める。 

一次応力 

（3.8.1.1.26） 

 （3.8.1.1.27） 

二次応力 

  （3.8.1.1.28） 

  （3.8.1.1.29） 

ここで，アタッチメントパラメータβ ｃＬ は次式で表される。ただし，二次応力を

求める場合は更にｋ ｃＬ を乗じた値とする。 

 3  2 
２Ｌ１ＬｃＬ ・ββ＝β                                      （3.8.1.1.30）

水平方向地震による周方向せん断力の最大値ＱＬ，鉛直方向せん断力の最大値 

ＲＬ１及びねじりモーメントの最大値ＭＬ３は，図3－1及び図3－2に示す解析モデル

について計算機コード「ＳＡＰ－Ⅳ」により得られる値を使用する。 

周方向せん断力ＱＬによるせん断応力 

 （3.8.1.1.31） 

鉛直方向せん断力ＲＬ１によるせん断応力 

 （3.8.1.1.32） 

ねじりモーメントＭＬ３により生じる胴のせん断応力 

 （3.8.1.1.33） 
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(8) 組合せ応力

(1)～(7)によって算出される胴のラグ付根部に生じる応力は，以下により組合さ

れる。 

a. 一次一般膜応力

 （3.8.1.1.34） 

 （3.8.1.1.35） 

 （3.8.1.1.36） 

図3－5  胴（ラグ付根部）の評価点 

b. 一次応力

σＬ１＝Max(σＬ１１，σＬ１２)  （3.8.1.1.37） 

a) 水平方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の一次応力は，次式で求め

る。

第1評価点 

 （3.8.1.1.38） 

 （3.8.1.1.39） 

 （3.8.1.1.40） 
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第2評価点 

 （3.8.1.1.41） 

 （3.8.1.1.42） 

 

 （3.8.1.1.43） 

c. 胴の一次応力＋二次応力の変動値

σＬ２＝Max(σＬ２１，σＬ２２)  （3.8.1.1.44） 

a) 水平方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の地震のみによる

一次応力＋二次応力の変動値は，次式で求める。

第1評価点

 （3.8.1.1.45） 

（3.8.1.1.46） 

 （3.8.1.1.47） 

第2評価点 

  （3.8.1.1.48） 

 （3.8.1.1.49） 

 

 （3.8.1.1.50）
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3.8.1.2 胴板（振れ止め付根部）の応力 

(1) 内圧による応力

 （3.8.1.2.1） 

＝0σφ２  （3.8.1.2.2） 

 （3.8.1.2.3） 

(2) 運転時質量による応力

  （3.8.1.2.4） 

(3) 鉛直方向地震力により胴断面に生じる引張応力

鉛直方向地震力による荷重ＦＶは，図3－1及び図3－2に示す解析モデルについ

て計算機コード「ＳＡＰ－Ⅳ」により得られる値を使用する。 

 （3.8.1.2.5） 

(4) 運転時質量による胴の振れ止め付根部の応力

振れ止めは，鉛直方向にスライド可能であるため，振れ止め付根部に運転時質

量による鉛直方向モーメント及び反力は，生じないものとする。 

図3－6 胴及び振れ止めに作用するモーメントと力 
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運転時質量により半径方向に働く荷重ＦＴr は，図3－1及び図3－2に示す解析モ

デルについて計算機コード「ＳＡＰ－Ⅳ」により得られる値を使用する。 

半径方向に働く荷重ＦＴr により生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は，引用

文献(2)により次のようにして求める。 

シェルパラメータγＴ及びアタッチメントパラメータβＮは，Ｋ１Ｎ を用いて以下

のように定義する。 

γＴ＝ｒｍＴ／ｔＴ   （3.8.1.2.6） 

βＴ１＝ＣＴ１／ｒｍＴ   （3.8.1.2.7） 

βＴ２＝ＣＴ２／ｒｍＴ   （3.8.1.2.8） 

２Ｔ１Ｔ１Ｎ２Ｔ１ＴＮ ・ββ１－Ｋ・－１β／β・１－１／３＝β ・    （3.8.1.2.9） 

シェルパラメータγＴ及びアタッチメントパラメータβＮによって引用文献(2)の

図より値（以下＊を付記するもの）を求めることにより，次式で求める。 

 （3.8.1.2.10） 

 （3.8.1.2.11） 

(5) 鉛直方向地震力による胴の振れ止め付根部の応力

振れ止めは鉛直方向にスライド可能であるため，振れ止め付根部に鉛直方向地

震力による鉛直方向モーメント及び反力は，生じないものとする。 

鉛直方向地震力により半径方向に働く荷重ＦＴrＶは，図3－1及び図3－2に示す解

析モデルについて計算機コード「ＳＡＰ－Ⅳ」により得られる値を使用する。 

半径方向に働く荷重ＦＴrＶにより生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は，次の

ようにして求める。 

一次応力 

 （3.8.1.2.12） 

 （3.8.1.2.13） 

二次応力 

 （3.8.1.2.14） 

 （3.8.1.2.15） 
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ここで，アタッチメントパラメータβＭは，次式で表される。 

２Ｔ１Ｔ１Ｍ２Ｔ１ＴＭ ・ββ１－Ｋ・－１β／β・１－１／３＝β ・   （3.8.1.2.16） 

(6) 水平方向地震による胴の曲げ応力

 （3.8.1.2.17） 

水平方向地震による曲げモーメントＭＴＨは，図3－1及び図3－2に示す解析モデ

ルについて計算機コード「ＳＡＰ－Ⅳ」により得られる値を使用する。

ここで，胴の断面二次モーメントＩＴは，次のように求める。 

 （3.8.1.2.18） 

(7) 水平方向地震力による胴の振れ止め付根部に作用する荷重及びモーメント

振れ止めは，鉛直方向にスライド可能であるため，振れ止め付根部に水平方向

地震による鉛直方向曲げモーメント及び鉛直方向せん断力は生じないものとする。 

水平方向地震による周方向曲げモーメントの最大値ＭＴｃは，図3－1及び図3－2

に示す解析モデルについて計算機コード「ＳＡＰ－Ⅳ」により得られる値を使用

する。 

周方向曲げモーメントＭＴｃにより生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は，次

式で求める。 

一次応力 

（3.8.1.2.19） 

（3.8.1.2.20） 

二次応力 

 （3.8.1.2.21） 

 （3.8.1.2.22） 

ここで，アタッチメントパラメータβ ｃＴ は次式で表される。ただし，二次応力

を求める場合は，更にｋ ｃＴ を乗じた値とする。 

 3  2 
２Ｔ１ＴｃＴ ・ββ＝β                                      （3.8.1.2.23）
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水平方向地震による周方向せん断力の最大値ＱＴ，ねじりモーメントの最大値   

ＭＴ３及び半径方向に働く荷重ＦＴｒＨは，図3－1及び図3－2に示す解析モデルにつ

いて計算機コード「ＳＡＰ－Ⅳ」により得られる値を使用する。 

周方向せん断力ＱＴによるせん断応力 

 （3.8.1.2.24） 

ねじりモーメントＭＴ３により生じる胴のせん断応力 

 （3.8.1.2.25） 

半径方向に働く荷重ＦＴｒＨにより生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は，

（3.8.1.2.12）式～（3.8.1.2.15）式と同様にして次のようにして求める。 

一次応力 

 （3.8.1.2.26） 

 （3.8.1.2.27） 

二次応力 

 （3.8.1.2.28） 

 （3.8.1.2.29） 

(8) 組合せ応力

(1)～(7)によって算出される胴の振れ止め付根部に生じる応力は，以下によ

り組み合わされる。 

a. 一次一般膜応力

 （3.8.1.2.30） 

１ＴφＴ０φ＝σσ  （3.8.1.2.31） 

 （3.8.1.2.32） 

 

Ｔ１Ｔ

Ｔ
ｃ１Ｔ

・ｔ4・Ｃ

Ｑ
＝τ

Ｔ１Ｔ

３Ｔ
３Ｔ

・ｔ2・π・Ｃ

Ｍ
＝τ

2

ＴＴｍ

ＴｒＨ
＊

Ｔｍ

φ
ｒＨφＴ

・ｔｒ

Ｆ
・　

／ｒＰ

Ｎ
 ＝σ

ＴＴｍ

ＴｒＨ
＊

Ｔｍ

ｘ
ｒＨｘＴ

・ｔｒ

Ｆ
・　

／ｒＰ

Ｎ
 ＝σ

２
Ｔ

ＴｒＨ
＊

φ
Ｔ２φｒＨ

ｔ

Ｆ6・
・　

Ｐ

Ｍ
 ＝σ

２
Ｔ

ＴｒＨ
＊

ｘ
Ｔ２ｘｒＨ

ｔ

Ｆ6・
・　

Ｐ

Ｍ
 ＝σ

２２

Ｔｘ４Ｔｘ１１Ｔｘ２Ｔｘ１Ｔ０ｘ ＋σσ＋＋σ＝σσ

Ｔ０ｘＴ０φＴ０ ，σσax＝ｍσ



34 

N
T
2
 
補

③
 
Ⅴ

-
 
2
-
5
-
4
-
1
-
1
 
R
0
 

図3－7  胴（振れ止め付根部）の評価点 

b. 一次応力

σＴ１＝Max(σＴ１１，σＴ１２)  （3.8.1.2.33） 

a) 水平方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の一次応力は，次式で求

める。

第1評価点 

 （3.8.1.2.34） 

 （3.8.1.2.35） 

 （3.8.1.2.36） 

第2評価点 

 （3.8.1.2.37） 

 （3.8.1.2.38） 

 （3.8.1.2.39） 

 

Ｔφｅ１＝σ

Ｔｘｅ１＝σ

｝＋ττ＋－σσ＋

＋σ・｛σ
2

1
＝σ

２２

Ｔ３Ｔｃ１Ｔｘｅ１Ｔφｅ１

Ｔｘｅ１Ｔφｅ１Ｔ１１

4

Ｔｘｅ２＝σ

} ・τ)σ(σ

σσ ・{
2

1
σ

２２

Ｔ３２ｅｘＴ２ｅφＴ

２ｅｘＴ２ｅφＴ１２Ｔ

4 ＋－＋

＋ ＝

Ｔφｅ２＝σ



 

35 

 

N
T
2
 
補

③
 
Ⅴ

-
 
2
-
5
-
4
-
1
-
1
 
R
0
 

c. 胴の一次応力＋二次応力の変動値 

σＴ２＝Max(σＴ２１，σＴ２２)                            （3.8.1.2.40） 

 

a) 水平方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の地震のみによる一次応

力＋二次応力の変動値は，次式で求める。 

(a) 振れ止めの付根部 

第1評価点 

            （3.8.1.2.41） 

 

       （3.8.1.2.42） 

 

 

       （3.8.1.2.43） 

 

第2評価点 

       （3.8.1.2.44） 

 

 

  （3.8.1.2.45） 

 

 

            （3.8.1.2.46） 
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3.8.1.3 ラグの応力 

(1) 運転時質量による応力 

 

                                           （3.8.1.3.1） 

 

 

                                           （3.8.1.3.2） 

 

(2) 鉛直方向地震力による応力 

 

                                           （3.8.1.3.3） 

 

 

                                           （3.8.1.3.4） 

 

(3) 水平方向地震力による応力 

 

                                  （3.8.1.3.5） 

 

 

                           （3.8.1.3.6） 

 

 

(4) 組合せ応力 

ラグの最大応力は，次式で求める。 

 

             （3.8.1.3.7） 
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3.8.1.4 振れ止めの応力 

(1) 運転時質量と地震力による応力 

運転時質量と地震力により半径方向に働く荷重ＦＴｓｒ，鉛直方向に働く荷重 

ＦＴＳ  及び曲げモーメントＭＴＳは，図3－1及び図3－2に示す解析モデルにつ 

いて計算機コード「ＳＡＰ－Ⅳ」により得られる値を使用する。 

 

                                            （3.8.1.4.1） 

 

                                            （3.8.1.4.2） 

 

                                            （3.8.1.4.3） 

 

 

(2) 組合せ応力 

振れ止めの最大応力は次式で求める。 

 

                           （3.8.1.4.4） 
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3.8.1.5 取付ボルト（ラグ部）の応力 

ＬＲ ，
Ｌ１Ｒ ，

ＬＶＲ 及び ＬＭ ， Ｌ１Ｍ ， ＶＬＭ は，図3－1及び図3－2に示す解析

モデルについて計算機コード「ＳＡＰ－Ⅳ」により得られる値を使用する。

 （3.8.1.5.1） 

 （3.8.1.5.2） 

 （3.8.1.5.3） 

 （3.8.1.5.4） 

3.8.1.6 取付ボルト（振れ止め部）の応力 

運転時質量と地震力により軸方向に作用する荷重 ＴｂＰ ，締結部の曲げモーメ

ント ＴｂＭ 及びせん断方向に作用する荷重 ＴｂＦ は，図3－1及び図3－2に示す解析

モデルについて計算機コード「ＳＡＰ－Ⅳ」により得られる値を使用する。

 （3.8.1.6.1） 

 （3.8.1.6.2） 

3.8.1.7 シアーラグの応力 

シアーラグには，せん断応力のみ発生するものとする。

ＱＳは，図3－1及び図3－2に示す解析モデルについて計算機コード「ＳＡＰ－

Ⅳ」により得られる値を使用する。 

 （3.8.1.7.1） 

図3－8 シアーラグに作用する力 
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4.7 計算条件 

応力解析に用いる自重及び荷重（地震荷重）は，本計算書の【残留熱除去系熱交換器の耐

震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

4.8 応力の評価 

4.8.1 胴の応力評価 

4.6.1.1項で求めた組合せ応力が胴の最高使用温度における許容応力Ｓａ以下であるこ

と。ただし，Ｓａは下表による。 

応力の種類 

許 容 応 力 Ｓａ 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

による荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる荷重

との組合せの場合 

一次一般膜応力 

設計降伏点Ｓｙと設計引張強さＳｕ

の0.6倍のいずれか小さい方の値。

ただし，オーステナイト系ステンレ

ス鋼及び高ニッケル合金にあっては

許容引張応力Ｓの1.2倍の方が大き

い場合はこの大きい方の値とする。 

設計引張強さＳｕの0.6倍 

一 次 応 力 上記の1.5倍の値 上記の1.5倍の値 

一次応力と二次

応力の和 

地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値が設計降伏点

Ｓｙの2倍以下であれば，疲れ解析は不要とする。 

4.8.2 ラグの応力評価 

4.6.1.2項で求めたラグの組合せ応力が許容応力ƒｔ以下であること。

ただし，ƒｔは下表による。

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

による荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる荷重

との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔ
1.5・

1.5

Ｆ
1.5・

1.5

Ｆ ＊
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4.8.3 基礎ボルトの応力評価 

4.6.1.3項で求めた基礎ボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容引張応力 ｔｓf 以下

であること。ただし，ƒｔｏ は下表による。

ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ] (4.8.3.1) 

せん断応力τｂはせん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 ƒｓｂ 以下であ

ること。ただし，ƒｓｂ は下表による。

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

による荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる荷重

との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏ

・1.5
2

Ｆ
・1.5
2

Ｆ

許容せん断応力

ƒｓｂ

・1.5
31.5・

Ｆ
・1.5
31.5・

Ｆ

＊
＊
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5. 評価結果

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

残留熱除去系熱交換器の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は

許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認し

た。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

5.2  重大事故等対処設備としての評価結果 

残留熱除去系熱交換器の重大事故時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。

発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していること

を確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【残留熱除去系熱交換器の耐震性についての計算結果】

 1. 設計基準対象施設　残留熱除去系熱交換器Ａ号機

1.1 設 計 条 件

（m） （MPa） （℃） （℃）

Ｓ 3.45 249

EL. 2.0

注記 ＊1：基準床レベルを示す。

＊2：弾性設計用地震動Ｓｄに基づく設計用床応答スペクトルより得られる値

＊3：基準地震動Ｓｓに基づく設計用床応答スペクトルより得られる値

1.2 機 器 要 目

ｍ０ Ｄｉ ｔＬ ｔＴ ＣＬ１ ＣＬ２ ＣＴ１ ＣＴ２ ＡＬｓ１ ＡＬｓ２ ＡＴｓ ＡＴ ＡＳ ＺＬｓｐ ＺＬｓ

（kg） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm
2
） （mm

2
） （mm

2
） （mm

2
） （mm

2
） （mm

3
） （mm

3
）

ＺＬｓｔ ＺＴｓ

（mm
3
） （mm

3
）

ａＬ ｂＬ ｃＬ ａＴ ｄＴ ＡＬｂ ＡＴｂ Ｓｙ（胴板） Ｓｕ（胴板） Ｓ（胴板） Ｓｙ（ラグ） Ｓｕ（ラグ） Ｆ（ラグ） Ｆ　(ラグ)

（mm） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm
2
） （mm

2
） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa）

180 391 － 160 373 160 192

(40mm＜厚さ≦75mm)

Ｓｙ（振れ止め） Ｓｕ（振れ止め） Ｆ（振れ止め） Ｆ　(振れ止め) Ｓｙ(取付ボルト) Ｓｕ(取付ボルト) Ｆ(取付ボルト) Ｆ　(取付ボルト) Ｓｙ(シアーラグ) Ｓｕ（シアーラグ) Ｆ（シアーラグ） Ｆ　(シアーラグ)

（MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa）

173 373 173 207 764 906 634 634 211 394 211 253

(16mm＜厚さ≦40mm) (40mm＜厚さ≦75mm)

注記 ＊3：最高使用温度で算出

＊4：ラグ部と振れ止め部は同一値

＊5：周囲環境温度で算出

ＣＨ＝0.63

又は＊2

ＣＶ＝0.50

又は＊2

ＣＨ＝0.73

又は＊3

ＣＶ＝0.64

又は＊3

ｋＴｃ１ ｋＴｃ２ｋＬｃ２4
2

水平方向 鉛直方向

ｋＬ １ ｋＬ ２ ｋＬｃ１

耐 震 設 計 上 の
重 要 度 分 類

据付 場所 及 び 床面 高 さ

水 平 方 向
設 計 震 度

鉛 直 方 向
設 計 震 度

最 高 使 用 圧 力 最 高 使 用 温 度 周 囲 環 境 温 度
機 器 名 称

残留熱除去系熱交換器
Ａ号機

原子炉建屋

* 5 * 5

ＣＬ １ ＣＬｃ１ ＣＬｃ２ＣＬ ２

固 有 周 期 ( s )

*1

水 平 方 向
設 計 震 度

鉛 直 方 向
設 計 震 度

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

＊

l l l l

l

ＣＴｃ１ ＣＴｃ２ ｎＬ ｎＴ

* 3* 3 * 1 *3 * 3

＊

*3 * 3

＊ * 4 * 4 * 4 * 4

*5 * 5

＊



NT2 補③ Ⅴ-2-5-4-1-1 R0

1.3 計 算 数 値（Ａ号機）

 1.3.1 胴板（ラグ付根部）に生じる応力

   (1) 胴板（ラグ付根部）に生じる一次一般膜応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度） （単位：MPa）

93 －

47 － 4 4 4 93

－ －

93 －

47 － 4 4 4 93

－ －

   (2) 胴板（ラグ付根部）に生じる一次一般膜応力（基準地震動Ｓｓ） （単位：MPa）

93 －

47 － 4 4 4 93

－ －

93 －

47 － 4 4 4 93

－ －

σＬ０＝

σＬ０＝

－ － －

σＬｘ11＝

－ － －

σＬ０＝

－ － －

σＬｘ４＝

σＬｘ４＝

－

－ － －

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ11＝

σＬφ１＝ － － －

σＬφ１＝

σＬｘ１＝ σＬ０＝σＬｘ11＝σＬｘ２＝

－ － －

σＬｘ４＝

4
3

σＬφ１＝ － － －

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝

σＬφ１＝ － －

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ11＝σＬｘ４＝

自 重 に よ る 応 力

周 方 向

軸 方 向

運 転 時 質 量 に よ る 応 力 水平方向地震による応力

せ ん 断

転 倒モーメン トによる応力

組 合 せ 一 次

一 般 膜 応 力

応 力 静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向荷重による応力

鉛直方向地震による応力

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

地
震
の
方
向

Ｅ
Ｗ
方
向

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

Ｎ
Ｓ
方
向

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

Ｎ
Ｓ
方
向

地
震
の
種
類

弾性設計用
地震動Ｓｄ

又は
静的震度

地
震
の
種
類

基準地震動
Ｓｓ

自 重 に よ る 応 力

運 転 時 質 量 に よ る 応 力 水平方向地震による応力

転 倒モーメン トによる応力

組 合 せ 一 次

一 般 膜 応 力

応 力 静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向荷重による応力

鉛直方向地震による応力地
震
の
方
向

Ｅ
Ｗ
方
向
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   (3) 胴板（ラグ付根部）に生じる一次応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度） （単位：MPa）

応    力

周 方 向 93 － － 5 － 7 － － 7

軸 方 向 47 － 4 3 4 4 － 4 4 σＬ１１＝ 108

せ ん 断 － － － τＬｃ１＝ 4 τＬ３＝ 0 －

周 方 向 93 － － － － － σＬφ７＝ 1 － －

軸 方 向 47 － 4 － 4 － 1 4 － σＬ１２＝ 95

せ ん 断 － － τＬ １＝ 4 τＬ ２＝ 2 0 τＬ ６＝ 5

周 方 向 93 － － 5 － 8 － － 7

軸 方 向 47 － 4 3 4 4 － 4 4 σＬ１１＝ 108

せ ん 断 － － － τＬｃ１＝ 4 τＬ３＝ 0 －

周 方 向 93 － － － － － σＬφ７＝ 1 － －

軸 方 向 47 － 4 － 4 － 1 4 － σＬ１２＝ 95

せ ん 断 － － τＬ １＝ 4 τＬ ２＝ 2 0 τＬ ６＝ 5

   (4) 胴板（ラグ付根部）に生じる一次応力（基準地震動Ｓｓ） （単位：MPa）

4
4 応    力

周 方 向 93 － － 5 － 8 － － 9

軸 方 向 47 － 4 3 4 4 － 4 5 σＬ１１＝ 110

せ ん 断 － － － τＬｃ１＝ 4 τＬ３＝ 0 －

周 方 向 93 － － － － － σＬφ７＝ 1 － －

軸 方 向 47 － 4 － 4 － 1 4 － σＬ１２＝ 96

せ ん 断 － － τＬ １＝ 4 τＬ ２＝ 2 0 τＬ ６＝ 6

周 方 向 93 － － 5 － 9 － － 9

軸 方 向 47 － 4 3 4 5 － 4 5 σＬ１１＝ 110

せ ん 断 － － － τＬｃ１＝ 5 τＬ３＝ 0 －

周 方 向 93 － － － － － σＬφ７＝ 1 － －

軸 方 向 47 － 4 － 4 － 1 4 － σＬ１２＝ 96

せ ん 断 － － τＬ １＝ 4 τＬ ２＝ 2 0 τＬ ６＝ 6

評
価
点

σＬφ１＝ σＬφ３＝

評
価
点

σＬφ５＝

σＬφ１＝

σＬφ１＝

σＬｘ１＝

σＬｘ１＝

σＬｘ１＝

σＬφ１＝

σＬφ１＝

σＬｘ３＝ σＬｘ４＝

σＬφ３＝ σＬφ５＝

σＬφ12＝

σＬｘ12＝σＬｘ２＝

σＬφ３＝

σＬｘ12＝

σＬφ12＝

σＬｘ５＝ σＬｘ11＝

σＬｘ７＝

τＬ３＝

σＬｘ４＝σＬｘ２＝

σＬｘ１＝ σＬｘ４＝

σＬｘ11＝

σＬｘ２＝ σＬｘ３＝

σＬｘ７＝

σＬφ12＝

σＬｘ11＝σＬｘ２＝

σＬｘ11＝

τＬ３＝

σＬｘ５＝

σＬφ５＝

σＬｘ４＝

σＬｘ11＝ σＬｘ12＝

σＬφ１＝

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ４＝ σＬｘ11＝

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ３＝ σＬｘ４＝ σＬｘ５＝

σＬｘ７＝

τＬ３＝

σＬφ１＝ σＬφ３＝ σＬφ５＝ σＬφ12＝

τＬ３＝

σＬｘ11＝ σＬｘ12＝

σＬφ１＝

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ４＝ σＬｘ11＝

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ３＝ σＬｘ４＝ σＬｘ５＝

σＬｘ７＝

地
震
の
方
向

運転 時 質量 によ る応力

自 重 に よ る 応 力
曲 げ モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

転 倒 モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 モ ー メ
ン ト に よ る 応 力

周 方 向 モ ー メ ン
ト に よ る 応 力

組 合 せ
一 次 応 力

水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向地震による応力

鉛直方向モーメント
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 荷 重
に よ る 応 力

地
震
の
種
類

基

準

地

震

動

Ｅ

Ｗ

方

向

Ｓｓ

l

l l

l

Ｎ

Ｓ

方

向

ll l

l lll l

地
震
の
方
向

運転 時 質量 によ る応力

自 重 に よ る 応 力
曲 げ モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

転 倒 モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 モ ー メ
ン ト に よ る 応 力

周 方 向 モ ー メ ン
ト に よ る 応 力

組 合 せ
一 次 応 力

水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向地震による応力

鉛直方向モーメント
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 荷 重
に よ る 応 力

地
震
の
種
類

弾

性

設

計

用

地

震

動

又

は

静

的

震

度

Ｅ

Ｗ

方

向

Ｓｄ

l

l l

l

Ｎ

Ｓ

方

向

ll l

l lll l

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点
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   (5) 胴板（ラグ付根部）に生じる地震動のみによる一次応力＋二次応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度）

(単位：MPa)

7 8 7 9

4 4 17 4 4 18 71

0 4

1 3

4 4 1 1 20

τＬ ６＝ 5 0 τＬ ２＝ 2

7 8 8 9

4 4 17 4 4 19 74

0 4

1 4

4 4 1 2 21

τＬ ６＝ 5 0 τＬ ２＝ 2

   (6) 胴板（ラグ付根部）に生じる地震動のみによる一次応力＋二次応力（基準地震動Ｓｓ）

(単位：MPa)

9 10 8 9

4 5 21 4 4 19 82

0 4

1 3

4 4 1 1 23

τＬ ６＝ 6 0 τＬ ２＝ 2

9 10 9 10

4 5 21 4 5 21 85

0 5

1 4

4 4 1 2 25

τＬ ６＝ 6 0 τＬ ２＝ 2

組 合 せ 一 次 応
力 ＋ 二 次 応 力
（ 変 動 値 ）鉛 直 方 向 荷 重

に よ る 応 力
鉛直方向モーメントによる応力

 転倒モーメント
 に よ る 応 力

鉛直方向モーメントによる応力 周 方 向 モ ー メ ン ト に よ る 応 力

地
震
の
種
類

地
震
の
方
向

評
価
点

応   力

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 応 力 　水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

σＬ2φ12＝ － σＬφ５＝ σＬ2φ5＝ －周 方 向 －

軸 方 向 σＬｘ11＝

σＬφ12＝

σＬ21＝

せ ん 断 －

周 方 向 － － － －

σＬｘ12＝ σＬ2ｘ12＝ σＬｘ４＝ σＬｘ５＝ σＬ2ｘ5＝ －

σＬ22＝

せ ん 断

周 方 向 － σＬφ12＝ σＬ2φ12＝ －

τＬ３＝

軸 方 向 σＬｘ11＝ － σＬｘ４＝ －

σＬ22＝

せ ん 断

－ σＬφ７＝ σＬ2φ7＝

軸 方 向 σＬｘ７＝ σＬ2ｘ7＝

σＬ21＝

せ ん 断 － τＬ３＝ τＬｃ１＝

－σＬｘ５＝ σＬ2ｘ5＝

周 方 向 － － －

軸 方 向 σＬｘ11＝ σＬｘ12＝

地
震
の
種
類

地
震
の
方
向

評
価
点

応   力

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 応 力 　水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

σＬｘ４＝

τＬ３＝

τＬ３＝ τＬｃ１＝

σＬｘ11＝ － －

σＬφ７＝ σＬ2φ7＝

σＬｘ７＝ σＬ2ｘ7＝

－σＬφ５＝ σＬ2φ5＝

σＬ2ｘ12＝ σＬｘ４＝

せ ん 断 － τＬ３＝ τＬｃ１＝

σＬφ５＝ σＬ2φ5＝ －

軸 方 向 σＬｘ11＝ σＬｘ12＝

周 方 向 － σＬφ12＝ σＬ2φ12＝ －

組 合 せ 一 次 応
力 ＋ 二 次 応 力
（ 変 動 値 ）鉛 直 方 向 荷 重

に よ る 応 力
鉛直方向モーメントによる応力

 転倒モーメント
 に よ る 応 力

鉛直方向モーメントによる応力 周 方 向 モ ー メ ン ト に よ る 応 力

σＬ2ｘ12＝ σＬｘ４＝ σＬｘ５＝ σＬ2ｘ5＝ － σＬ21＝

σＬφ７＝ σＬ2φ7＝

軸 方 向 σＬｘ11＝ － σＬｘ４＝ － σＬｘ７＝ σＬ2ｘ7＝

周 方 向 － － － －

τＬ３＝

σＬφ５＝ σＬ2φ5＝周 方 向 － σＬφ12＝ σＬ2φ12＝ － －

せ ん 断 τＬ３＝

σＬｘ11＝ σＬｘ７＝ σＬ2ｘ7＝

せ ん 断 － τＬ３＝ τＬｃ１＝

4
5

σＬ22＝

σＬφ７＝ σＬ2φ7＝

軸 方 向

－

σＬｘ５＝ σＬ2ｘ5＝ －

周 方 向 － － －

－ σＬｘ４＝ －

σＬｘ４＝軸 方 向 σＬｘ11＝ σＬｘ12＝ σＬ2ｘ12＝ σＬ21＝

σＬ22＝

せ ん 断

基

準

地

震

動

Ｓｓ

Ｅ

Ｗ

方

向

l

l

Ｎ

Ｓ

方

向

l

l l

Ｅ

Ｗ

方

向
l

l

Ｎ

Ｓ

方

向

l

l l

弾

性

設

計

用

地

震

動

又

は

静

的

震

度

Ｓｄ

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点
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 1.3.2 胴板（振れ止め付根部）に生じる応力

   (1) 胴板（振れ止め付根部）に生じる一次一般膜応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度） （単位：MPa）

65 －

33 － 3 4 3 65

－ －

65 －

33 － 3 4 3 65

－ －

   (2) 胴板（振れ止め付根部）に生じる一次一般膜応力（基準地震動Ｓｓ） （単位：MPa）

65 －

33 － 3 4 3 65

－ －

65 －

33 － 3 4 3 65

－ － － － －

－

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘ11＝

－ －

σＴｘ４＝

σＴｘ４＝

σＴ０＝

－

σＴφ１＝ － － －

σＴφ１＝ － － －

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘ11＝σＴｘ４＝

σＴφ１＝ － － －

σＴｘ１＝ σＴｘ11＝σＴｘ２＝ σＴｘ４＝

4
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σＴ０＝

－ － －

σＴ０＝

σＴ０＝

－ －

－ － －

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘ11＝

σＴφ１＝

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

Ｅ
Ｗ
方
向

Ｎ
Ｓ
方
向

弾性設計用地
震動Ｓｄ
又は

静的震度

Ｅ
Ｗ
方
向

Ｎ
Ｓ
方
向

基準地震動
Ｓｓ

地
震
の
種
類

自 重 に よ る 応 力

運 転 時 質 量 に よ る 応 力 水平方向地震による応力

転 倒モーメン トによる応力

組 合 せ 一 次

一 般 膜 応 力

応 力 静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向荷重による応力

鉛直方向地震による応力地
震
の
方
向

地
震
の
種
類

自 重 に よ る 応 力

運 転 時 質 量 に よ る 応 力 水平方向地震による応力

転 倒モーメン トによる応力

組 合 せ 一 次

一 般 膜 応 力

応 力 静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向荷重による応力

鉛直方向地震による応力地
震
の
方
向
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   (3) 胴板（振れ止め付根部）に生じる一次応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度） （単位：MPa）

応    力

周 方 向 65 － － 0 － 13 － － 1

軸 方 向 33 － 3 0 4 13 － 3 1 σＴ１１＝ 78

せ ん 断 － － － τＴｃ１＝ 0 τＴ３＝ 0 －

周 方 向 65 － － 0 － 13 1 － 1

軸 方 向 33 － 3 0 4 13 1 3 1 σＴ１２＝ 78

せ ん 断 － － － τＴ３＝ 0 －

周 方 向 65 － － 0 － 14 － － 1

軸 方 向 33 － 3 0 4 14 － 3 1 σＴ１１＝ 79

せ ん 断 － － － τＴｃ１＝ 1 τＴ３＝ 0 －

周 方 向 65 － － 0 － 14 1 － 1

軸 方 向 33 － 3 0 4 14 1 3 1 σＴ１２＝ 80

せ ん 断 － － － τＴ３＝ 0 －

   (4) 胴板（振れ止め付根部）に生じる一次応力（基準地震動Ｓｓ） （単位：MPa）

4
7 応    力

周 方 向 65 － － 0 － 14 － － 1

軸 方 向 33 － 3 0 4 13 － 3 1 σＴ１１＝ 79

せ ん 断 － － － τＴｃ１＝ 0 τＴ３＝ 0 －

周 方 向 65 － － 0 － 14 1 － 1

軸 方 向 33 － 3 0 4 13 1 3 1 σＴ１２＝ 79

せ ん 断 － － － τＴ３＝ 0 －

周 方 向 65 － － 0 － 15 － － 1

軸 方 向 33 － 3 0 4 15 － 3 1 σＴ１１＝ 80

せ ん 断 － － － τＴｃ１＝ 1 τＴ３＝ 0 －

周 方 向 65 － － 0 － 15 1 － 1

軸 方 向 33 － 3 0 4 15 1 3 1 σＴ１２＝ 81

せ ん 断 － － － τＴ３＝ 0 －

評
価
点

σＴφ１＝ σＴφｒ ＝ σＴφｒＨ＝ σＴφｒＶ＝

σＴｘｒＶ＝

σＴφ１＝

σＴｘ１＝ σＴｘ４＝ σＴｘ７＝

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘｒ ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴｘ11＝

σＴφｒ ＝

σＴｘｒ ＝

σＴφｒＨ＝

σＴφ１＝

σＴφ７＝

σＴφｒＶ＝

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘｒ ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝

σＴφｒＶ＝

σＴｘｒＶ＝σＴｘ２＝ σＴｘ11＝

σＴφｒ ＝

σＴｘｒＨ＝

σＴφｒＨ＝

σＴφｒ ＝ σＴφｒＨ＝

σＴφｒＶ＝

σＴｘｒＶ＝

σＴφ７＝

評
価
点

σＴφ１＝ σＴφｒ ＝ σＴφｒＨ＝ σＴφｒＶ＝

σＴｘ２＝ σＴｘｒ ＝ σＴｘｒＨ＝ σＴｘ７＝ σＴｘ11＝

σＴφ１＝

σＴｘ１＝ σＴｘ４＝

σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝

σＴφ１＝ σＴφｒ ＝ σＴφｒＨ＝ σＴφ７＝ σＴφｒＶ＝

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘｒ ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝

σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝

σＴφ１＝ σＴφｒ ＝ σＴφｒＨ＝ σＴφｒＶ＝

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘｒ ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴｘ７＝

σＴｘｒＶ＝

σＴφ１＝ σＴφｒ ＝ σＴφｒＨ＝ σＴφ７＝ σＴφｒＶ＝

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘｒ ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴｘ11＝

σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘｒ ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴｘ７＝

地
震
の
方
向

運転 時 質量 によ る応力

自 重 に よ る 応 力
半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

転 倒 モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

周 方 向 モ ー メ ン
ト に よ る 応 力

組 合 せ
一 次 応 力

水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向地震による応力

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 荷 重
に よ る 応 力

地
震
の
種
類

Ｅ

Ｗ

方

向

Ｎ

Ｓ

方

向

g

g

g

gg

g

g

g

gg

地
震
の
方
向

運転 時 質量 によ る応力

自 重 に よ る 応 力
半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

転 倒 モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

周 方 向 モ ー メ ン
ト に よ る 応 力

組 合 せ
一 次 応 力

水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向地震による応力

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 荷 重
に よ る 応 力

地
震
の
種
類

弾

性

設

計

用

地

震

動

又

は

静

的

震

度

Ｅ

Ｗ

方

向

Ｓｄ

Ｎ

Ｓ

方

向

g

g

g

gg

g

g

g

gg

基

準

地

震

動

Ｓｓ

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点
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   (5) 胴板（振れ止め付根部）に生じる地震動のみによる一次応力＋二次応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度）

(単位：MPa)

1 2 13 35

3 1 2 4 13 33 97

0 0

1 2 13 35 1 3

3 1 2 4 13 33 1 2 102

0

1 5 14 38

3 1 6 4 14 36 106

0 1

1 5 14 38 1 4

3 1 6 4 14 36 1 2 111

0

   (6) 胴板（振れ止め付根部）に生じる地震動のみによる一次応力＋二次応力（基準地震動Ｓｓ）

(単位：MPa)

1 2 14 36

3 1 2 4 13 34 101

0 0

1 2 14 36 1 3

3 1 2 4 13 34 1 2 106

0

1 2 15 41

3 1 2 4 15 39 113

0 1

1 2 15 41 1 4

3 1 2 4 15 39 1 2 119

0

地
震
の
種
類

地
震
の
方
向

評
価
点

応   力

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 応 力 　水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

－ σＴφｒＶ＝ σＴ2φｒＶ＝ －

せ ん 断 － τＴ３＝

組 合 せ 一 次 応
力 ＋ 二 次 応 力
（ 変 動 値 ）鉛 直 方 向 荷 重

に よ る 応 力
半 径 方 向 荷 重 に よ る 応 力

 転倒モーメント
 に よ る 応 力

半 径 方 向 荷 重 に よ る 応 力 周 方 向 モ ー メ ン ト に よ る 応 力

σＴφ７＝ σＴ2φ7＝

τＴｃ１＝

σＴｘ４＝ σＴｘ７＝ σＴ2ｘ7＝ σＴ22＝

－

軸 方 向 σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝ － σＴ21＝σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝

σＴ2φｒＨ＝

σＴ2ｘｒＨ＝

σＴφｒＨ＝ σＴ2φｒＨ＝

σＴｘｒＨ＝ σＴ2ｘｒＨ＝

σＴφｒＨ＝周 方 向

軸 方 向 σＴｘ11＝

－

σＴ2φｒＶ＝周 方 向 － －

σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝

σＴφｒＶ＝

－

軸 方 向 σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝

せ ん 断

周 方 向 － σＴφｒＶ＝ σＴ2φｒＶ＝

－

σＴｘ７＝ σＴ2ｘ7＝ σＴ22＝σＴｘｒＨ＝ σＴ2ｘｒＨ＝

σＴ21＝

τＴｃ１＝

σＴ2φ7＝σＴφ７＝

軸 方 向 σＴｘ11＝

σＴφｒＨ＝

τＴ３＝

σＴ2φｒＨ＝

σＴ2ｘｒＨ＝

σＴφｒＶ＝ σＴ2φｒＶ＝ σＴφｒＨ＝ σＴ2φｒＨ＝

τＴ３＝

－

－

せ ん 断 －

周 方 向 －

σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝ σＴｘ４＝

組 合 せ 一 次 応
力 ＋ 二 次 応 力
（ 変 動 値 ）鉛 直 方 向 荷 重

に よ る 応 力
半 径 方 向 荷 重 に よ る 応 力

 転倒モーメント
 に よ る 応 力

半 径 方 向 荷 重 に よ る 応 力 周 方 向 モ ー メ ン ト に よ る 応 力

－ τＴ３＝

地
震
の
種
類

地
震
の
方
向

評
価
点

応   力

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 応 力 　水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

せ ん 断

σＴφｒＨ＝ σＴ2φｒＨ＝ －

軸 方 向 σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴ2ｘｒＨ＝

周 方 向 － σＴφｒＶ＝ σＴ2φｒＶ＝ －

－ σＴ21＝

せ ん 断 － τＴ３＝ τＴｃ１＝

σＴ22＝

せ ん 断 － τＴ３＝

σＴφｒＨ＝ σＴ2φｒＨ＝ σＴφ７＝ σＴ2φ7＝周 方 向

周 方 向 － σＴφｒＶ＝ σＴ2φｒＶ＝ －

－ σＴφｒＶ＝ σＴ2φｒＶ＝ －

τＴ３＝

σＴφｒＨ＝ σＴ2φｒＨ＝ σＴφ７＝ σＴ2φ7＝

軸 方 向 σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴ2ｘｒＨ＝ －

σＴφｒＶ＝ σＴ2φｒＶ＝ －

せ ん 断 －

軸 方 向 σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝ σＴｘ４＝

周 方 向

4
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－

σＴ21＝

せ ん 断 － τＴ３＝ τＴｃ１＝

σＴ2ｘｒＨ＝ σＴｘ７＝ σＴ2ｘ7＝ σＴ22＝σＴｘｒＨ＝

軸 方 向 σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝

σＴφｒＨ＝ σＴ2φｒＨ＝ －

σＴ2ｘｒＨ＝ σＴｘ７＝ σＴ2ｘ7＝

基

準

地

震

動

Ｓｓ

Ｅ

Ｗ

方

向

Ｎ

Ｓ

方

向

Ｅ

Ｗ

方

向

Ｎ

Ｓ

方

向

弾

性

設

計

用

地

震

動

又

は

静

的

震

度

Ｓｄ

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点
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1.3.3 ラグに生じる応力

（単位：MPa）

3 5 4 8 4 7 σＬｓ＝ 27

3 τＬｓ1＝ 5 4 8 4 7 σＬｓ＝ 28

3 5 4 8 4 9 σＬｓ＝ 29

3 τＬｓ1＝ 5 5 9 4 9 σＬｓ＝ 30

1.3.4 振れ止めに生じる応力

（単位：MPa）

11 1 2 σＴｓ＝ 12

12 τＴｓ1＝ 1 2 σＴｓ＝ 13

11 1 2 σＴｓ＝ 13

12 τＴｓ1＝ 1 2 σＴｓ＝ 14

1.3.5 取付ボルト（ラグ部）に生じる応力 1.3.6 取付ボルト（振れ止め部）に生じる応力

（単位：MPa） （単位：MPa）

353 － σＴｂ＝ 60 τＴｂ＝ 1

356 － σＴｂ＝ 66 τＴｂ＝ 2

399 － σＴｂ＝ 62 τＴｂ＝ 2

403 － σＴｂ＝ 71 τＴｂ＝ 2

1.3.7 シアーラグに生じる応力

（単位：MPa）

－ 12

－ 13

－ 13

－ 14

τＬｓ1＝ σＬｓ２＝ τＬｓ２＝

τＬｓ７＝

σＬｓ１＝ τＬｓ７＝σＬｓ７＝τＬｓ２＝

σＬｓ７＝

σＬｓ２＝

σＬｓ２＝ τＬｓ２＝τＬｓ1＝

σＬｓ７＝ τＬｓ７＝

地震の種類

σＬｓ１＝

σＬｓ１＝

地 震 の 方 向

σＬｓ１＝ τＬｓ７＝

σＴｓ１＝ τＴｓ1＝ σＴｓ２＝

σＴｓ１＝ σＴｓ２＝

σＴｓ２＝

τＴｓ1＝ σＴｓ２＝

地震の種類

σＴｓ１＝

地 震 の 方 向

地 震 の 方 向

σＬｓ２＝ τＬｓ２＝ σＬｓ７＝

σＬｂ＝

σＬｂ＝

地 震 の 方 向

σＴｓ１＝

4
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τＳ＝

τＳ＝

地震の種類

τＳ＝

τＳ＝

地震の種類 地 震 の 方 向

σＬｂ＝

σＬｂ＝

地震の種類

曲 げ せ ん 断 曲 げ せ ん 断
組 合 せ 応 力

運 転 時 質 量 に よ る 応 力 水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

曲 げ

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 応 力

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

引 張 応 力 せ ん 断 応 力

せ ん 断

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

弾性設計用地
震動Ｓｄ
又は

静的震度

弾性設計用地
震動Ｓｄ
又は

静的震度

引 張 り せ ん 断 曲 げ
組 合 せ 応 力

運 転 時 質 量 と 地 震 に よ る 応 力

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

弾性設計用地
震動Ｓｄ
又は

静的震度

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

引 張 応 力 せ ん 断 応 力

弾性設計用地
震動Ｓｄ
又は

静的震度

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

基準地震動
Ｓｓ

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

基準地震動
Ｓｓ

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

基準地震動
Ｓｓ

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

引 張 応 力 せ ん 断 応 力

弾性設計用地
震動Ｓｄ
又は

静的震度

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

基準地震動
Ｓｓ

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

基準地震動
Ｓｓ
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1.4. 結  論（Ａ号機）

 1.4.1 固有周期

（単位：ｓ）

１次

２次

３次

 1.4.2 応    力

（単位：MPa）

σＬ０＝ 93 Ｓａ＝ 180 σＬ０＝ 93 Ｓａ＝ 234

SB410 σＬ１＝ 108 Ｓａ＝ 270 σＬ１＝ 110 Ｓａ＝ 351

σＬ２＝ 74 Ｓａ＝ 360 σＬ２＝ 85 Ｓａ＝ 360

σＴ０＝ 65 Ｓａ＝ 180 σＴ０＝ 65 Ｓａ＝ 234

SB410 σＴ１＝ 80 Ｓａ＝ 270 σＴ１＝ 81 Ｓａ＝ 351

σＴ２＝ 111 Ｓａ＝ 360 σＴ２＝ 119 Ｓａ＝ 360

SM400A σＬｓ＝ 28 fＬｔ＝ 160 σＬｓ＝ 30 fＬｔ＝ 192

SM400A σＴｓ＝ 13 fＴｔ＝ 173 σＴｓ＝ 14 fＴｔ＝ 207

σＴｂ＝ 66 fＴｔｏ＝ 475 σＴｂ＝ 71 fＴｔｏ＝ 475

SCM435

せ  ん  断 τＴｂ＝ 2 fＴｓｂ＝ 366 τＴｂ＝ 2 fＴｓｂ＝ 366

SM400A τＳ＝ 13 fＳｓｂ＝ 122 τＳ＝ 14 fＳｓｂ＝ 146

σＬｂ＝ 403 fＬｔｏ＝ 475σＬｂ＝ 356 fＬｔｏ＝ 475SCM435

せ  ん  断

引　張　り

一次一般膜

一      次

一次＋二次

組  合  せ

引　張　り

一次一般膜

一      次

一次＋二次

組  合  せ

弾設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ
材     料 応     力

卓  越
固  有  周  期

方  向

5
0

取付ボルト
（ラグ部）

取付ボルト
（振れ止め部）

シアーラグ

モ  ー  ド

部     材

胴     板
（ラグ付根部）

胴     板
（振れ止め
  付根部）

ラ     グ

振れ止め

算 出 応 力 許 容 応 力

すべて許容応力以下である。

算 出 応 力 許 容 応 力
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【残留熱除去系熱交換器の耐震性についての計算結果】

  2. 設計基準対象施設　残留熱除去系熱交換器Ｂ号機

2.1 設 計 条 件

（m） （MPa） （℃） （℃）

Ｓ 3.45 249

EL. 2.0

注記 ＊1：基準床レベルを示す。

＊2：弾性設計用地震動Ｓｄに基づく設計用床応答スペクトルより得られる値

＊3：基準地震動Ｓｓに基づく設計用床応答スペクトルより得られる値

2.2 機 器 要 目

ｍ０ Ｄｉ ｔＬ ｔＴ ＣＬ１ ＣＬ２ ＣＴ１ ＣＴ２ ＡＬｓ１ ＡＬｓ２ ＡＴｓ ＡＴ ＡＳ ＺＬｓｐ ＺＬｓ

（kg） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm
2
） （mm

2
） （mm

2
） （mm

2
） （mm

2
） （mm

3
） （mm

3
）

ＺＬｓｔ ＺＴｓ

（mm
3
） （mm

3
）

ａＬ ｂＬ ｃＬ ａＴ ｄＴ ＡＬｂ ＡＴｂ Ｓｙ（胴板） Ｓｕ（胴板） Ｓ（胴板） Ｓｙ（ラグ） Ｓｕ（ラグ） Ｆ（ラグ） Ｆ　(ラグ)

（mm） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm
2
） （mm

2
） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa）

180 391 － 160 373 160 192

(40mm＜厚さ≦75mm)  

Ｓｙ（振れ止め） Ｓｕ（振れ止め） Ｆ（振れ止め） Ｆ　(振れ止め) Ｓｙ(取付ボルト) Ｓｕ(取付ボルト) Ｆ(取付ボルト) Ｆ　(取付ボルト) Ｓｙ(シアーラグ) Ｓｕ(シアーラグ) Ｆ（シアーラグ） Ｆ　(シアーラグ)

（MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa）

173 373 173 207 764 906 634 634 211 394 211 253

(16mm＜厚さ≦40mm)  (40mm＜厚さ≦75mm)  

注記 ＊3：最高使用温度で算出

＊4：ラグ部と振れ止め部は同一値

＊5：周囲環境温度で算出

水平方向 鉛直方向

ＣＨ＝0.63

又は＊2

ＣＶ＝0.50

又は＊2

ＣＨ＝0.73

又は＊3

ＣＶ＝0.64

又は＊3

5
1

ｋＬ １ ｋＬ ２ ｋＬｃ１ ｋＬｃ２ ｋＴｃ１ ｋＴｃ２

耐 震 設 計 上 の
重 要 度 分 類

据付場所 及び床 面高さ

水 平 方 向
設 計 震 度

鉛 直 方 向
設 計 震 度

最 高 使 用 圧 力 最 高 使 用 温 度 周 囲 環 境 温 度
機 器 名 称

残留熱除去系熱交換器
Ｂ号機

原子炉建屋

ＣＬ １ ＣＬｃ１ ＣＬｃ２

固 有 周 期 ( s )

*2

*1

水 平 方 向
設 計 震 度

鉛 直 方 向
設 計 震 度

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

*2 *2 *2

＊

l l l

l

ＣＴｃ１ ＣＴｃ２ ｎＬ ｎＴ

* 3* 3 * 1 * 3 * 3

＊

* 3 * 3

＊ * 4 * 4 * 4 * 4 ＊

ＣＬ ２l

*1

* 5 * 5 * 5 * 5
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2.3 計 算 数 値（Ｂ号機）

 2.3.1 胴板（ラグ付根部）に生じる応力

   (1) 胴板（ラグ付根部）に生じる一次一般膜応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度） （単位：MPa）

93 －

47 － 4 4 3 93

－ －

93 －

47 － 4 4 3 93

－ －

   (2) 胴板（ラグ付根部）に生じる一次一般膜応力（基準地震動Ｓｓ） （単位：MPa）

93 －

47 － 4 4 3 93

－ －

93 －

47 － 4 4 3 93

－ －

5
2

σＬφ１＝ － － －

－ － －

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝

σＬφ１＝ － － －

σＬφ１＝ －

σＬφ１＝ － － －

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ11＝σＬｘ４＝ σＬ０＝

－ － －

σＬｘ４＝ σＬｘ11＝ σＬ０＝

－ －

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ11＝σＬｘ４＝ σＬ０＝

－ － －

σＬｘ４＝σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ11＝ σＬ０＝

－ － －

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

Ｅ

Ｗ

方

向

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

Ｎ

Ｓ

方

向

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

Ｎ

Ｓ

方

向

Ｅ

Ｗ

方

向

弾性設計用
地震動Ｓｄ

又は
静的震度

基準地震動
Ｓｓ

地
震
の
種
類

自 重 に よ る 応 力

運 転 時 質 量 に よ る 応 力 水平方向地震による応力

転 倒モーメントによる応力

組 合 せ 一 次

一 般 膜 応 力

応 力 静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向荷重による応力

鉛直方向地震による応力地
震
の
方
向

地
震
の
種
類 自 重 に よ る 応 力

運 転 時 質 量 に よ る 応 力 水平方向地震による応力

転 倒モーメントによる応力

組 合 せ 一 次

一 般 膜 応 力

応 力 静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向荷重による応力

鉛直方向地震による応力
地
震
の
方
向
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   (3) 胴板（ラグ付根部）に生じる一次応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度） （単位：MPa）

応    力

周 方 向 93 ― ― 5 ― 6 ― ― 6

軸 方 向 47 ― 4 3 4 3 ― 3 3 σＬ１１＝ 106

せ ん 断 ― ― ― τＬｃ１＝ 3 τＬ３＝ 0 ―

周 方 向 93 ― ― ― ― ― σＬφ７＝ 1 ― ―

軸 方 向 47 ― 4 ― 4 ― 2 3 ― σＬ１２＝ 95

せ ん 断 ― ― τＬ １＝ 4 τＬ ２＝ 2 0 τＬ ６＝ 4

周 方 向 93 ― ― 5 ― 7 ― ― 6

軸 方 向 47 ― 4 3 4 4 ― 3 3 σＬ１１＝ 107

せ ん 断 ― ― ― τＬｃ１＝ 4 τＬ３＝ 0 ―

周 方 向 93 ― ― ― ― ― σＬφ７＝ 1 ― ―

軸 方 向 47 ― 4 ― 4 ― 2 3 ― σＬ１２＝ 95

せ ん 断 ― ― τＬ １＝ 4 τＬ ２＝ 2 0 τＬ ６＝ 4

   (4) 胴板（ラグ付根部）に生じる一次応力（基準地震動Ｓｓ） （単位：MPa）

5
3 応    力

周 方 向 93 ― ― 5 ― 7 ― ― 7

軸 方 向 47 ― 4 3 4 4 ― 3 4 σＬ１１＝ 108

せ ん 断 ― ― ― τＬｃ１＝ 4 τＬ３＝ 0 ―

周 方 向 93 ― ― ― ― ― σＬφ７＝ 1 ― ―

軸 方 向 47 ― 4 ― 4 ― 3 3 ― σＬ１２＝ 96

せ ん 断 ― ― τＬ １＝ 4 τＬ ２＝ 2 0 τＬ ６＝ 5

周 方 向 93 ― ― 5 ― 7 ― ― 7

軸 方 向 47 ― 4 3 4 4 ― 3 4 σＬ１１＝ 108

せ ん 断 ― ― ― τＬｃ１＝ 4 τＬ３＝ 0 ―

周 方 向 93 ― ― ― ― ― σＬφ７＝ 1 ― ―

軸 方 向 47 ― 4 ― 4 ― 2 3 ― σＬ１２＝ 96

せ ん 断 ― ― τＬ １＝ 4 τＬ ２＝ 2 0 τＬ ６＝ 5

評
価
点

σＬφ１＝ σＬφ３＝ σＬφ５＝ σＬφ12＝

σＬφ12＝

σＬｘ11＝ σＬｘ12＝

σＬφ１＝

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ４＝ σＬｘ11＝

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ３＝ σＬｘ４＝ σＬｘ５＝

σＬｘ７＝

τＬ３＝

τＬ３＝

σＬφ１＝ σＬφ３＝ σＬφ５＝

σＬｘ11＝ σＬｘ12＝

σＬφ１＝

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ４＝ σＬｘ11＝

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ３＝ σＬｘ４＝ σＬｘ５＝

σＬｘ７＝

評
価
点

σＬφ１＝ σＬφ３＝ σＬφ５＝

σＬｘ12＝σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ３＝ σＬｘ４＝ σＬｘ５＝ σＬｘ11＝

σＬφ12＝

σＬφ１＝

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ４＝ σＬｘ11＝σＬｘ７＝

τＬ３＝

σＬφ１＝ σＬφ３＝ σＬφ５＝ σＬφ12＝

τＬ３＝

σＬｘ11＝ σＬｘ12＝

σＬφ１＝

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ４＝ σＬｘ11＝

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ３＝ σＬｘ４＝ σＬｘ５＝

σＬｘ７＝

地
震
の
方
向

運転時質量による応力

自 重 に よ る 応 力
曲 げ モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

転 倒 モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 モ ー メ
ン ト に よ る 応 力

周 方 向 モ ー メ ン
ト に よ る 応 力

組 合 せ
一 次 応 力

水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向地震による応力

鉛直方向モーメント
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 荷 重
に よ る 応 力

地
震
の
種
類

基

準

地

震

動

Ｅ

Ｗ

方

向

Ｓｓ

l

l l

l

Ｎ

Ｓ

方

向

ll l

l lll l

地
震
の
方
向

運転時質量による応力

自 重 に よ る 応 力 曲 げ モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

転 倒 モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 モ ー メ
ン ト に よ る 応 力

周 方 向 モ ー メ ン
ト に よ る 応 力

組 合 せ
一 次 応 力

水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向地震による応力

鉛直方向モーメント
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 荷 重
に よ る 応 力

地
震
の
種
類

弾

性

設

計

用

地

震

動

又

は

静

的

震

度

Ｅ

Ｗ

方

向

Ｓｄ

l

l l

l

Ｎ

Ｓ

方

向

ll l

l lll l

第
1

評

価

点

第

2

評

価

点

第

1

評

価

点

第

2

評

価

点

第

1

評

価

点

第

2

評

価

点

第

1

評

価

点

第

2

評

価

点
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   (5) 胴板（ラグ付根部）に生じる地震動のみによる一次応力＋二次応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度）

(単位：MPa)

6 7 6 7

3 3 14 4 3 15 59

0 3

1 8

3 4 2 3 25

τＬ ６＝ 4 0 τＬ ２＝ 2

6 7 7 8

3 3 14 4 4 17 62

0 4

1 7

3 4 2 3 24

τＬ ６＝ 4 0 τＬ ２＝ 2

   (6) 胴板（ラグ付根部）に生じる地震動のみによる一次応力＋二次応力（基準地震動Ｓｓ）

(単位：MPa)

7 9 7 8

3 4 18 4 4 16 68

0 4

1 9

3 4 3 4 29

τＬ ６＝ 5 0 τＬ ２＝ 2

7 9 7 9

3 4 18 4 4 18 72

0 4

1 8

3 4 2 4 28

τＬ ６＝ 5 0 τＬ ２＝ 2

5
4

地
震
の
種
類

地
震
の
方
向

評
価
点

応   力

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 応 力 　水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

周 方 向 － σＬφ12＝ σＬ2φ12＝ －

鉛 直 方 向 荷 重
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 モ ー メ ン ト に よ る 応 力

σＬφ７＝ σＬ2φ7＝

軸 方 向 σＬｘ11＝ － σＬｘ４＝ － σＬｘ７＝ σＬ2ｘ7＝

組 合 せ 一 次 応
力 ＋ 二 次 応 力
（ 変 動 値 ）

 転倒モーメント
 に よ る 応 力

鉛 直 方 向 モ ー メ ン ト に よ る 応 力 周 方 向 モ ー メ ン ト に よ る 応 力

－ σＬ21＝

せ ん 断 － τＬ３＝ τＬｃ１＝

σＬφ５＝ σＬ2φ5＝ －

軸 方 向 σＬｘ11＝ σＬｘ12＝ σＬ2ｘ12＝ σＬｘ４＝ σＬｘ５＝ σＬ2ｘ5＝

周 方 向 － － － －

σＬ22＝

せ ん 断 τＬ３＝

周 方 向 － σＬφ12＝ σＬ2φ12＝ － σＬφ５＝ σＬ2φ5＝ －

軸 方 向 σＬｘ11＝ σＬｘ12＝ σＬ2ｘ12＝ σＬｘ４＝ σＬｘ５＝ σＬ2ｘ5＝ － σＬ21＝

せ ん 断 － τＬ３＝ τＬｃ１＝

周 方 向 － － － － σＬφ７＝

せ ん 断 τＬ３＝

σＬ2φ7＝

軸 方 向 σＬｘ11＝ － σＬｘ４＝ － σＬｘ７＝ σＬ2ｘ7＝ σＬ22＝

地
震
の
種
類

地
震
の
方
向

評
価
点

応   力

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 応 力 　水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力
組 合 せ 一 次 応
力 ＋ 二 次 応 力
（ 変 動 値 ） 転倒モーメント

 に よ る 応 力
鉛 直 方 向 モ ー メ ン ト に よ る 応 力 周 方 向 モ ー メ ン ト に よ る 応 力

鉛 直 方 向 荷 重
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 モ ー メ ン ト に よ る 応 力

周 方 向 － σＬφ12＝ σＬ2φ12＝

σＬ2ｘ5＝ － σＬ21＝

せ ん 断 － τＬ３＝ τＬｃ１＝

－ σＬφ５＝ σＬ2φ5＝ －

軸 方 向 σＬｘ11＝ σＬｘ12＝ σＬ2ｘ12＝ σＬｘ４＝ σＬｘ５＝

σＬφ７＝ σＬ2φ7＝

軸 方 向 σＬｘ11＝ － σＬｘ４＝ － σＬｘ７＝ σＬ2ｘ7＝

周 方 向 － － － －

σＬ22＝

せ ん 断 τＬ３＝

周 方 向 － σＬφ12＝ σＬ2φ12＝ － σＬφ５＝ σＬ2φ5＝ －

軸 方 向 σＬｘ11＝ σＬｘ12＝ σＬ2ｘ12＝ σＬｘ４＝ σＬｘ５＝ σＬ2ｘ5＝ － σＬ21＝

せ ん 断 － τＬ３＝ τＬｃ１＝

周 方 向 － － －

σＬ22＝

せ ん 断 τＬ３＝

－ σＬφ７＝ σＬ2φ7＝

軸 方 向 σＬｘ11＝ － σＬｘ４＝ － σＬｘ７＝ σＬ2ｘ7＝

基

準

地
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動
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Ｗ
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向

l

l
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Ｓ
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Ｗ
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Ｓ
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向
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Ｓｄ

第
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第
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点

第
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評
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点

第
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評

価

点

第
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評
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第
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 2.3.2 胴板（振れ止め付根部）に生じる応力

   (1) 胴板（振れ止め付根部）に生じる一次一般膜応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度） （単位：MPa）

65 ―

33 ― 3 3 2 65

― ―

65 ―

33 ― 3 3 2 65

― ―

   (2) 胴板（振れ止め付根部）に生じる一次一般膜応力（基準地震動Ｓｓ） （単位：MPa）

65 ―

33 ― 3 4 2 65

― ―

65 ―

33 ― 3 4 2 65

― ―

5
5

σＴφ１＝ ― ― ―

― ― ―

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝

σＴφ１＝ ― ― ―

σＴφ１＝ ―

σＴφ１＝ ― ― ―

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘ11＝σＴｘ４＝ σＴ０＝

― ― ―

σＴｘ４＝ σＴｘ11＝ σＴ０＝

― ―

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘ11＝σＴｘ４＝ σＴ０＝

― ― ―

σＴｘ４＝σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘ11＝ σＴ０＝

― ― ―

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

Ｎ

Ｓ

方

向

弾性設計用地
震動Ｓｄ

又は
静的震度

Ｅ

Ｗ

方

向

Ｎ

Ｓ

方

向

基準地震動
Ｓｓ

地
震
の
種
類 自 重 に よ る 応 力

運 転 時 質 量 に よ る 応 力 水平方向地震による応力

転 倒モーメントによる応力

組 合 せ 一 次

一 般 膜 応 力

応 力 静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向荷重による応力

鉛直方向地震による応力
地
震
の
方
向

地
震
の
種
類 自 重 に よ る 応 力

運 転 時 質 量 に よ る 応 力 水平方向地震による応力

転 倒モーメントによる応力

組 合 せ 一 次

一 般 膜 応 力

応 力 静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向荷重による応力

鉛直方向地震による応力
地
震
の
方
向

Ｅ

Ｗ

方

向
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   (3) 胴板（振れ止め付根部）に生じる一次応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度） （単位：MPa）

応    力

周 方 向 65 ― ― 1 ― 14 ― ― 1

軸 方 向 33 ― 3 1 3 14 ― 2 1 σＴ１１＝ 80

せ ん 断 ― ― ― τＴｃ１＝ 3 τＴ３＝ 0 ―

周 方 向 65 ― ― 1 ― 14 3 ― 1

軸 方 向 33 ― 3 1 3 14 6 2 1 σＴ１２＝ 82

せ ん 断 ― ― ― τＴ３＝ 0 ―

周 方 向 65 ― ― 1 ― 16 ― ― 1

軸 方 向 33 ― 3 1 3 16 ― 2 1 σＴ１１＝ 81

せ ん 断 ― ― ― τＴｃ１＝ 3 τＴ３＝ 0 ―

周 方 向 65 ― ― 1 ― 16 3 ― 1

軸 方 向 33 ― 3 1 3 16 5 2 1 σＴ１２＝ 84

せ ん 断 ― ― ― τＴ３＝ 0 ―

   (4) 胴板（振れ止め付根部）に生じる一次応力（基準地震動Ｓｓ） （単位：MPa）

5
6 応    力

周 方 向 65 ― ― 1 ― 15 ― ― 1

軸 方 向 33 ― 3 1 4 15 ― 2 1 σＴ１１＝ 81

せ ん 断 ― ― ― τＴｃ１＝ 3 τＴ３＝ 0 ―

周 方 向 65 ― ― 1 ― 15 4 ― 1

軸 方 向 33 ― 3 1 4 15 6 2 1 σＴ１２＝ 84

せ ん 断 ― ― ― τＴ３＝ 0 ―

周 方 向 65 ― ― 1 ― 17 ― ― 1

軸 方 向 33 ― 3 1 4 16 ― 2 1 σＴ１１＝ 82

せ ん 断 ― ― ― τＴｃ１＝ 3 τＴ３＝ 0 ―

周 方 向 65 ― ― 1 ― 17 4 ― 1

軸 方 向 33 ― 3 1 4 16 6 2 1 σＴ１２＝ 85

せ ん 断 ― ― ― τＴ３＝ 0 ―

評
価
点

σＴφ１＝ σＴφｒ ＝ σＴφｒＨ＝ σＴφｒＶ＝

σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝

σＴφ１＝ σＴφｒ ＝ σＴφｒＨ＝ σＴφ７＝ σＴφｒＶ＝

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘｒ ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝

σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝

σＴφ１＝ σＴφｒ ＝ σＴφｒＨ＝ σＴφｒＶ＝

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘｒ ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴｘ７＝

σＴｘｒＶ＝

σＴφ１＝ σＴφｒ ＝ σＴφｒＨ＝ σＴφ７＝ σＴφｒＶ＝

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘｒ ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴｘ11＝

σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝

評
価
点

σＴφ１＝ σＴφｒ ＝ σＴφｒＨ＝ σＴφｒＶ＝

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘｒ ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴｘ７＝

σＴｘｒＶ＝

σＴφ１＝ σＴφｒ ＝ σＴφｒＨ＝ σＴφ７＝ σＴφｒＶ＝

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘｒ ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴｘ11＝

σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝

σＴφ１＝ σＴφｒ ＝ σＴφｒＨ＝ σＴφｒＶ＝

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘｒ ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴｘ７＝

σＴｘｒＶ＝

σＴφ１＝ σＴφｒ ＝ σＴφｒＨ＝ σＴφ７＝ σＴφｒＶ＝

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘｒ ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴｘ11＝

σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘｒ ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴｘ７＝

地
震
の
方
向

運転時質量による応力

自 重 に よ る 応 力
半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

転 倒 モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

周 方 向 モ ー メ ン
ト に よ る 応 力

組 合 せ
一 次 応 力

水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向地震による応力

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 荷 重
に よ る 応 力

地
震
の
種
類

Ｅ

Ｗ

方

向

Ｎ

Ｓ

方

向

g

g

g

gg

g

g

g

gg

地
震
の
方
向

運転時質量による応力

自 重 に よ る 応 力
半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

転 倒 モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

周 方 向 モ ー メ ン
ト に よ る 応 力

組 合 せ
一 次 応 力

水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向地震による応力

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 荷 重
に よ る 応 力

地
震
の
種
類

弾

性

設

計

用

地

震

動

又

は

静

的

震

度

Ｅ

Ｗ

方

向

Ｓｄ

Ｎ

Ｓ

方

向

g

g

g

gg

g

g

g

gg

基

準

地

震

動

Ｓｓ

第

1

評

価

点

第

2

評

価

点

第

1

評

価

点

第

2

評

価

点

第

1

評

価

点

第

2

評

価

点

第

1

評

価

点

第

2
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   (5) 胴板（振れ止め付根部）に生じる地震動のみによる一次応力＋二次応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度）

(単位：MPa)

1 3 14 38

2 1 3 3 14 36 110

0 3

1 3 14 38 3 26

2 1 3 3 14 36 6 14 161

0

1 3 16 42

2 1 3 3 16 41 121

0 3

1 3 16 42 3 24

2 1 3 3 16 41 5 13 169

0

   (6) 胴板（振れ止め付根部）に生じる地震動のみによる一次応力＋二次応力（基準地震動Ｓｓ）

(単位：MPa)

1 3 15 40

2 1 3 4 15 38 117

0 3

1 3 15 40 4 31

2 1 3 4 15 38 6 16 177

0

1 3 17 45

2 1 3 4 16 43 129

0 3

1 3 17 45 4 28

2 1 3 4 16 43 6 15 185

0

5
7

組 合 せ 一 次 応
力 ＋ 二 次 応 力
（ 変 動 値 ）

鉛 直 方 向 荷 重
に よ る 応 力

半 径 方 向 荷 重 に よ る 応 力
 転倒モーメント
 に よ る 応 力

半 径 方 向 荷 重 に よ る 応 力 周 方 向 モ ー メ ン ト に よ る 応 力

地
震
の
種
類

地
震
の
方
向

評
価
点

応   力

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 応 力 　水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

σＴφｒＨ＝ σＴ2φｒＨ＝ －

軸 方 向 σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴ2ｘｒＨ＝

周 方 向

－ σＴ21＝

せ ん 断 － τＴ３＝ τＴｃ１＝

σＴ2ｘｒＨ＝ σＴｘ７＝ σＴ2ｘ7＝ σＴ22＝

－ σＴφｒＶ＝ σＴ2φｒＶ＝ －

周 方 向 － σＴφｒＶ＝ σＴ2φｒＶ＝ －

せ ん 断 － τＴ３＝

σＴφｒＨ＝ σＴ2φｒＨ＝ σＴφ７＝ σＴ2φ7＝

軸 方 向 σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝

σＴφｒＨ＝ σＴ2φｒＨ＝ －

軸 方 向 σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴ2ｘｒＨ＝

周 方 向 － σＴφｒＶ＝ σＴ2φｒＶ＝ －

周 方 向 － σＴφｒＶ＝ σＴ2φｒＶ＝ －

－ σＴ21＝

せ ん 断 － τＴ３＝ τＴｃ１＝

σＴ2ｘｒＨ＝ σＴｘ７＝ σＴ2ｘ7＝ σＴ22＝

せ ん 断 － τＴ３＝

σＴφｒＨ＝ σＴ2φｒＨ＝ σＴφ７＝ σＴ2φ7＝

軸 方 向 σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝

組 合 せ 一 次 応
力 ＋ 二 次 応 力
（ 変 動 値 ）鉛 直 方 向 荷 重

に よ る 応 力
半 径 方 向 荷 重 に よ る 応 力

 転倒モーメント
 に よ る 応 力

半 径 方 向 荷 重 に よ る 応 力 周 方 向 モ ー メ ン ト に よ る 応 力

地
震
の
種
類

地
震
の
方
向

評
価
点

応   力

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 応 力 　水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

σＴφｒＨ＝ σＴ2φｒＨ＝ －

軸 方 向 σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴ2ｘｒＨ＝

周 方 向 － σＴφｒＶ＝ σＴ2φｒＶ＝ －

周 方 向 － σＴφｒＶ＝ σＴ2φｒＶ＝ －

－ σＴ21＝

せ ん 断 － τＴ３＝ τＴｃ１＝

σＴ2ｘｒＨ＝ σＴｘ７＝ σＴ2ｘ7＝ σＴ22＝

せ ん 断 － τＴ３＝

σＴφｒＨ＝ σＴ2φｒＨ＝ σＴφ７＝ σＴ2φ7＝

軸 方 向 σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝

σＴφｒＨ＝ σＴ2φｒＨ＝ －

τＴ３＝

σＴφｒＨ＝ σＴ2φｒＨ＝ σＴφ７＝ σＴ2φ7＝

軸 方 向 σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴ2ｘｒＨ＝ －

σＴφｒＶ＝ σＴ2φｒＶ＝ －

せ ん 断 －

σＴ21＝

せ ん 断 － τＴ３＝ τＴｃ１＝

σＴ2ｘｒＨ＝ σＴｘ７＝ σＴ2ｘ7＝ σＴ22＝

周 方 向 － σＴφｒＶ＝ σＴ2φｒＶ＝ －

軸 方 向 σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝

周 方 向 －

基

準

地

震

動

Ｓｓ

Ｅ

Ｗ

方

向

Ｎ

Ｓ

方

向

Ｅ

Ｗ
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向
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Ｓ
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向
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性
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用
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評
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評
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 2.3.3 ラグに生じる応力

（単位：MPa）

3 5 4 6 3 6 σＬｓ＝ 23

3 τＬｓ1＝ 5 4 7 3 6 σＬｓ＝ 24

3 5 4 7 4 7 σＬｓ＝ 26

3 τＬｓ1＝ 5 4 8 4 7 σＬｓ＝ 26

 2.3.4 振れ止めに生じる応力

（単位：MPa）

12 21 12 σＴｓ＝ 43

13 τＴｓ1＝ 20 11 σＴｓ＝ 41

12 25 14 σＴｓ＝ 50

14 τＴｓ1＝ 23 13 σＴｓ＝ 48

 2.3.5 取付ボルト（ラグ部）に生じる応力  2.3.6 取付ボルト（振れ止め部）に生じる応力

（単位：MPa） （単位：MPa）

311 － σＴｂ＝ 183 τＴｂ＝ 30

315 － σＴｂ＝ 179 τＴｂ＝ 28

348 － σＴｂ＝ 210 τＴｂ＝ 35

352 － σＴｂ＝ 204 τＴｂ＝ 33

 2.3.7 シアーラグに生じる応力

（単位：MPa）

－ 11

－ 12

－ 11

－ 12

5
8

地震の種類 地 震 の 方 向

σＬｓ１＝

σＬｓ１＝

地震の種類 地 震 の 方 向

σＴｓ１＝ τＴｓ1＝ σＴｓ２＝

σＴｓ１＝ σＴｓ２＝

τＬｓ1＝ τＬｓ２＝ σＬｓ７＝ τＬｓ７＝

σＬｓ１＝ σＬｓ２＝ τＬｓ２＝ σＬｓ７＝ τＬｓ７＝

σＬｓ２＝

τＬｓ1＝ σＬｓ２＝ τＬｓ２＝ τＬｓ７＝

σＬｓ１＝ σＬｓ２＝ τＬｓ２＝ σＬｓ７＝ τＬｓ７＝

σＬｓ７＝

σＴｓ１＝ τＴｓ1＝ σＴｓ２＝

σＴｓ１＝ σＴｓ２＝

地震の種類 地 震 の 方 向 地震の種類 地 震 の 方 向

σＬｂ＝

σＬｂ＝

σＬｂ＝

σＬｂ＝

地震の種類 地 震 の 方 向

τＳ＝

τＳ＝

τＳ＝

τＳ＝

曲 げ せ ん 断 曲 げ せ ん 断
組 合 せ 応 力

運 転 時 質 量 に よ る 応 力 水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

曲 げ

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 応 力

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

引 張 応 力 せ ん 断 応 力

せ ん 断

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

弾性設計用
地震動Ｓｄ

又は
静的震度

弾性設計用地
震動Ｓｄ
又は

静的震度

引 張 り せ ん 断 曲 げ
組 合 せ 応 力

運 転 時 質 量 と 地 震 に よ る 応 力

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

弾性設計用地
震動Ｓｄ
又は

静的震度

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

引 張 応 力 せ ん 断 応 力

弾性設計用地
震動Ｓｄ
又は

静的震度

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

基準地震動
Ｓｓ

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

基準地震動
Ｓｓ

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

基準地震動
Ｓｓ

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

引 張 応 力 せ ん 断 応 力

弾性設計用地
震動Ｓｄ
又は

静的震度

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

基準地震動
Ｓｓ

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

基準地震動
Ｓｓ
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2.4 結  論（Ｂ号機）

 2.4.1 固有周期

（単位：ｓ）

１次

２次

３次

 2.4.2 応    力

（単位：MPa）

σＬ０＝ 93 Ｓａ＝ 180 σＬ０＝ 93 Ｓａ＝ 234

SB410 σＬ１＝ 107 Ｓａ＝ 270 σＬ１＝ 108 Ｓａ＝ 351

σＬ２＝ 62 Ｓａ＝ 360 σＬ２＝ 72 Ｓａ＝ 360

σＴ０＝ 65 Ｓａ＝ 180 σＴ０＝ 65 Ｓａ＝ 234

SB410 σＴ１＝ 84 Ｓａ＝ 270 σＴ１＝ 85 Ｓａ＝ 351

σＴ２＝ 169 Ｓａ＝ 360 σＴ２＝ 185 Ｓａ＝ 360

SM400A σＬｓ＝ 24 fＬｔ＝ 160 σＬｓ＝ 26 fＬｔ＝ 192

SM400A σＴｓ＝ 43 fＴｔ＝ 173 σＴｓ＝ 50 fＴｔ＝ 207

σＴｂ＝ 183 fＴｔｏ＝ 475 σＴｂ＝ 210 fＴｔｏ＝ 475

SCM435

せ  ん  断 τＴｂ＝ 30 fＴｓｂ＝ 366 τＴｂ＝ 35 fＴｓｂ＝ 366

SM400A τＳ＝ 12 fＳｓｂ＝ 122 τＳ＝ 12 fＳｓｂ＝ 146

5
9

モ  ー  ド
卓  越

固  有  周  期
方  向

胴     板
（ラグ付根部）

一次一般膜

一      次

一次＋二次

胴     板
（振れ止め
  付根部）

一次一般膜

一      次

一次＋二次

弾設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ
部     材 材     料 応     力

ラ     グ 組  合  せ

振れ止め 組  合  せ

取付ボルト
（ラグ部）

SCM435 引　張　り fＬｔｏ＝ 475

取付ボルト
（振れ止め部）

引　張　り

シアーラグ せ  ん  断

σＬｂ＝ 315 fＬｔｏ＝ 475 σＬｂ＝ 352

算 出 応 力 許 容 応 力

すべて許容応力以下である。

算 出 応 力 許 容 応 力
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【残留熱除去系熱交換器の耐震性についての計算結果】

  3. 重大事故等対処設備　残留熱除去系熱交換器Ａ号機

3.1 設 計 条 件

（m） （MPa） （℃） （℃）

3.45 249

EL. 2.0

注記 ＊1：基準床レベルを示す。

＊2：弾性設計用地震動Ｓｄに基づく設計用床応答スペクトルより得られる値

＊3：基準地震動Ｓｓに基づく設計用床応答スペクトルより得られる値

3.2 機 器 要 目

ｍ０ Ｄｉ ｔＬ ｔＴ ＣＬ１ ＣＬ２ ＣＴ１ ＣＴ２ ＡＬｓ１ ＡＬｓ２ ＡＴｓ ＡＴ ＡＳ ＺＬｓｐ ＺＬｓ

（kg） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm
2
） （mm

2
） （mm

2
） （mm

2
） （mm

2
） （mm

3
） （mm

3
）

ＺＬｓｔ ＺＴｓ

（mm
3
） （mm

3
）

ａＬ ｂＬ ｃＬ ａＴ ｄＴ ＡＬｂ ＡＴｂ Ｓｙ（胴板） Ｓｕ（胴板） Ｓ（胴板） Ｓｙ（ラグ） Ｓｕ（ラグ） Ｆ（ラグ） Ｆ　(ラグ)

（mm） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm
2
） （mm

2
） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa）

180 391 － 160 373 － 192

(40mm＜厚さ≦75mm)  

Ｓｙ（振れ止め） Ｓｕ（振れ止め） Ｆ（振れ止め） Ｆ　(振れ止め) Ｓｙ(取付ボルト) Ｓｕ(取付ボルト) Ｆ(取付ボルト) Ｆ　(取付ボルト) Ｓｙ(シアーラグ) Ｓｕ（シアーラグ) Ｆ（シアーラグ） Ｆ　(シアーラグ)

（MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa）

173 373 － 207 730 868 － 607 206 385 － 247

(16mm＜厚さ≦40mm)  (40mm＜厚さ≦75mm)  

注記 ＊3：最高使用温度で算出

＊4：ラグ部と振れ止め部は同一値

＊5：周囲環境温度で算出

常設耐震／防止
常設／緩和

－ －
ＣＨ＝0.73

又は＊3

ＣＶ＝0.64

又は＊3

ｋＴｃ１ ｋＴｃ２ｋＬｃ２6
0

水平方向 鉛直方向

ｋＬ １ ｋＬ ２ ｋＬｃ１

設 備 分 類
据付 場所 及 び 床面 高 さ

水 平 方 向
設 計 震 度

鉛 直 方 向
設 計 震 度

最 高 使 用 圧 力 最 高 使 用 温 度 周 囲 環 境 温 度
機 器 名 称

残留熱除去系熱交換器
Ａ号機

原子炉建屋

* 5 * 5

ＣＬ １ ＣＬｃ１ ＣＬｃ２ＣＬ ２

固 有 周 期 ( s )

*1

水 平 方 向
設 計 震 度

鉛 直 方 向
設 計 震 度

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

＊

l l l l

l

ＣＴｃ１ ＣＴｃ２ ｎＬ ｎＴ

* 3* 3 *3 * 3

＊

*3 * 3

＊ * 4 * 4 * 4 * 4

*5 * 5

＊

*1
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3.3 計 算 数 値（Ａ号機）

 3.3.1 胴板（ラグ付根部）に生じる応力

   (1) 胴板（ラグ付根部）に生じる一次一般膜応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度） （単位：MPa）

－ －

－ － －

－ －

－ －

－ － －

－ －

   (2) 胴板（ラグ付根部）に生じる一次一般膜応力（基準地震動Ｓｓ） （単位：MPa）

93 －

47 － 4 4 4 93

－ －

93 －

47 － 4 4 4 93

－ －

σＬ０＝

－ － －

σＬｘ11＝

－ － －

σＬ０＝

－ － －

σＬｘ４＝

－

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

6
1

σＬφ１＝ － － －

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝

σＬφ１＝ － －

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ11＝σＬｘ４＝

自 重 に よ る 応 力

周 方 向

軸 方 向

運 転 時 質 量 に よ る 応 力 水平方向地震による応力

せ ん 断

転 倒モーメントによる応力

組 合 せ 一 次

一 般 膜 応 力

応 力 静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向荷重による応力

鉛直方向地震による応力

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

地
震
の
方
向

Ｅ

Ｗ

方

向

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

Ｎ

Ｓ

方

向

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

Ｎ

Ｓ

方

向

地
震
の
種
類

弾性設計用
地震動Ｓｄ

又は
静的震度

地
震
の
種
類

基準地震動
Ｓｓ

自 重 に よ る 応 力

運 転 時 質 量 に よ る 応 力 水平方向地震による応力

転 倒モーメントによる応力

組 合 せ 一 次

一 般 膜 応 力

応 力 静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向荷重による応力

鉛直方向地震による応力地
震
の
方
向

Ｅ

Ｗ

方

向
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   (3) 胴板（ラグ付根部）に生じる一次応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度） （単位：MPa）

応    力

周 方 向 － － － － － － － － －

軸 方 向 － － － － － － － － － －

せ ん 断 － － － －

周 方 向 － － － － － － － －

軸 方 向 － － － － － － － － －

せ ん 断 － － －

周 方 向 － － － － － － － －

軸 方 向 － － － － － － － － －

せ ん 断 － － － －

周 方 向 － － － － － － － －

軸 方 向 － － － － － － － － －

せ ん 断 － － －

   (4) 胴板（ラグ付根部）に生じる一次応力（基準地震動Ｓｓ） （単位：MPa）

6
2 応    力

周 方 向 93 － － 5 － 8 － － 9

軸 方 向 47 － 4 3 4 4 － 4 5 σＬ１１＝ 110

せ ん 断 － － － τＬｃ１＝ 4 τＬ３＝ 0 －

周 方 向 93 － － － － － σＬφ７＝ 1 － －

軸 方 向 47 － 4 － 4 － 1 4 － σＬ１２＝ 96

せ ん 断 － － τＬ １＝ 4 τＬ ２＝ 2 0 τＬ ６＝ 6

周 方 向 93 － － 5 － 9 － － 9

軸 方 向 47 － 4 3 4 5 － 4 5 σＬ１１＝ 110

せ ん 断 － － － τＬｃ１＝ 5 τＬ３＝ 0 －

周 方 向 93 － － － － － σＬφ７＝ 1 － －

軸 方 向 47 － 4 － 4 － 1 4 － σＬ１２＝ 96

せ ん 断 － － τＬ １＝ 4 τＬ ２＝ 2 0 τＬ ６＝ 6

評
価
点

σＬφ１＝ σＬφ３＝

評
価
点

－

－

－

σＬφ12＝σＬφ５＝

－

－

－

σＬｘ11＝ σＬｘ12＝

σＬφ１＝

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ４＝ σＬｘ11＝

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ３＝ σＬｘ４＝ σＬｘ５＝

σＬｘ７＝

τＬ３＝

σＬφ１＝ σＬφ３＝ σＬφ５＝ σＬφ12＝

τＬ３＝

σＬｘ11＝ σＬｘ12＝

σＬφ１＝

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ４＝ σＬｘ11＝

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ３＝ σＬｘ４＝ σＬｘ５＝

σＬｘ７＝

地
震
の
方
向

運転時質量による応力

自 重 に よ る 応 力
曲 げ モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

転 倒 モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 モ ー メ
ン ト に よ る 応 力

周 方 向 モ ー メ ン
ト に よ る 応 力

組 合 せ
一 次 応 力

水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向地震による応力

鉛直方向モーメント
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 荷 重
に よ る 応 力

地
震
の
種
類

基

準

地

震

動

Ｅ

Ｗ

方

向

Ｓｓ

l

Ｎ

Ｓ

方

向

地
震
の
方
向

運転時質量による応力

自 重 に よ る 応 力
曲 げ モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

転 倒 モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 モ ー メ
ン ト に よ る 応 力

周 方 向 モ ー メ ン
ト に よ る 応 力

組 合 せ
一 次 応 力

水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向地震による応力

鉛直方向モーメント
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 荷 重
に よ る 応 力

地
震
の
種
類

弾

性

設

計

用

地

震

動

又

は

静

的

震

度

Ｅ

Ｗ

方

向

Ｓｄ

l

l l

l

Ｎ

Ｓ

方

向

ll l

l lll l

第
1

評

価

点

第

2

評

価

点

第

1

評

価

点

第

2

評

価

点

第

1

評

価

点

第

2

評

価

点

第

1

評

価

点

第

2

評

価

点
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   (5) 胴板（ラグ付根部）に生じる地震動のみによる一次応力＋二次応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度）

(単位：MPa)

－ －

－ －

   (6) 胴板（ラグ付根部）に生じる地震動のみによる一次応力＋二次応力（基準地震動Ｓｓ）

(単位：MPa)

9 10 8 9

4 5 21 4 4 19 82

0 4

1 3

4 4 1 1 23

τＬ ６＝ 6 0 τＬ ２＝ 2

9 10 9 10

4 5 21 4 5 21 85

0 5

1 4

4 4 1 2 25

τＬ ６＝ 6 0 τＬ ２＝ 2

周 方 向 －

軸 方 向 －

－

－

－ －

－

－ －

－

－

せ ん 断

周 方 向 －

鉛 直 方 向 荷 重
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 モ ー メ ン ト に よ る 応 力
 転倒モーメント
 に よ る 応 力

鉛 直 方 向 モ ー メ ン ト に よ る 応 力 周 方 向 モ ー メ ン ト に よ る 応 力

地
震
の
種
類

地
震
の
方
向

評
価
点

応   力

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 応 力 　水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力
組 合 せ 一 次 応
力 ＋ 二 次 応 力
（ 変 動 値 ）

－ －

－

－

－

－

－

軸 方 向 － －－ －－

－－

－

－

－

せ ん 断 －

周 方 向 － －

地
震
の
種
類

地
震
の
方
向

評
価
点

応   力

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 応 力 　水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

－ －

－

－

－

せ ん 断

－

軸 方 向

せ ん 断 －

－

周 方 向 － － －

軸 方 向 －

－

せ ん 断 － τＬ３＝

－

－

－

τＬｃ１＝

σＬφ５＝ σＬ2φ5＝ －

軸 方 向 σＬｘ11＝ σＬｘ12＝

周 方 向 － σＬφ12＝ σＬ2φ12＝ －

組 合 せ 一 次 応
力 ＋ 二 次 応 力
（ 変 動 値 ）鉛 直 方 向 荷 重

に よ る 応 力
鉛 直 方 向 モ ー メ ン ト に よ る 応 力

 転倒モーメント
 に よ る 応 力

鉛 直 方 向 モ ー メ ン ト に よ る 応 力 周 方 向 モ ー メ ン ト に よ る 応 力

σＬ2ｘ12＝ σＬｘ４＝ σＬｘ５＝ σＬ2ｘ5＝ － σＬ21＝

σＬφ７＝ σＬ2φ7＝

軸 方 向 σＬｘ11＝ － σＬｘ４＝ － σＬｘ７＝ σＬ2ｘ7＝

周 方 向 － － － －

τＬ３＝

σＬφ５＝ σＬ2φ5＝周 方 向 － σＬφ12＝ σＬ2φ12＝ － －

せ ん 断 τＬ３＝

σＬｘ11＝ σＬｘ７＝ σＬ2ｘ7＝

せ ん 断 － τＬ３＝ τＬｃ１＝

6
3

σＬ22＝

σＬφ７＝ σＬ2φ7＝

軸 方 向

－

σＬｘ５＝ σＬ2ｘ5＝ －

周 方 向 － － －

－ σＬｘ４＝ －

σＬｘ４＝軸 方 向 σＬｘ11＝ σＬｘ12＝ σＬ2ｘ12＝ σＬ21＝

σＬ22＝

せ ん 断
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準

地

震

動

Ｓｓ
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Ｗ
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向

Ｎ

Ｓ
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向
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Ｗ
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Ｓ
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l l
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評
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 3.3.2 胴板（振れ止め付根部）に生じる応力

   (1) 胴板（振れ止め付根部）に生じる一次一般膜応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度） （単位：MPa）

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

   (2) 胴板（振れ止め付根部）に生じる一次一般膜応力（基準地震動Ｓｓ） （単位：MPa）

65 －

33 － 3 4 3 65

－ －

65 －

33 － 3 4 3 65

－ －

－

－

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘ11＝

－ －

σＴｘ４＝

－

σＴφ１＝

σＴφ１＝

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝

－ － －

－

－ －

－

－ － －

－ － －

σＴｘ11＝σＴｘ４＝

－ － －

－ － －

6
4

－ － －

σＴ０＝

－ －

－ － －

σＴ０＝

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

Ｅ

Ｗ

方

向

Ｎ

Ｓ

方

向

弾性設計用地
震動Ｓｄ
又は

静的震度

Ｅ

Ｗ

方

向

Ｎ

Ｓ

方

向

基準地震動
Ｓｓ

地
震
の
種
類

自 重 に よ る 応 力

運 転 時 質 量 に よ る 応 力 水平方向地震による応力

転 倒モーメントによる応力

組 合 せ 一 次

一 般 膜 応 力

応 力 静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向荷重による応力

鉛直方向地震による応力地
震
の
方
向

地
震
の
種
類

自 重 に よ る 応 力

運 転 時 質 量 に よ る 応 力 水平方向地震による応力

転 倒モーメントによる応力

組 合 せ 一 次

一 般 膜 応 力

応 力 静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向荷重による応力

鉛直方向地震による応力地
震
の
方
向
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   (3) 胴板（振れ止め付根部）に生じる一次応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度） （単位：MPa）

応    力

周 方 向 － － － － － － － － －

軸 方 向 － － － － － － － － － －

せ ん 断 － － － － －

周 方 向 － － － － － － － － －

軸 方 向 － － － － － － － － － －

せ ん 断 － － － － －

周 方 向 － － － － － － － － －

軸 方 向 － － － － － － － － － －

せ ん 断 － － － － －

周 方 向 － － － － － － － － －

軸 方 向 － － － － － － － － － －

せ ん 断 － － － － －

   (4) 胴板（振れ止め付根部）に生じる一次応力（基準地震動Ｓｓ） （単位：MPa）

6
5 応    力

周 方 向 65 － － 0 － 14 － － 1

軸 方 向 33 － 3 0 4 13 － 3 1 σＴ１１＝ 79

せ ん 断 － － － τＴｃ１＝ 0 τＴ３＝ 0 －

周 方 向 65 － － 0 － 14 1 － 1

軸 方 向 33 － 3 0 4 13 1 3 1 σＴ１２＝ 79

せ ん 断 － － － τＴ３＝ 0 －

周 方 向 65 － － 0 － 15 － － 1

軸 方 向 33 － 3 0 4 15 － 3 1 σＴ１１＝ 80

せ ん 断 － － － τＴｃ１＝ 1 τＴ３＝ 0 －

周 方 向 65 － － 0 － 15 1 － 1

軸 方 向 33 － 3 0 4 15 1 3 1 σＴ１２＝ 81

せ ん 断 － － － τＴ３＝ 0 －

評
価
点

評
価
点

σＴφ１＝ σＴφｒ ＝ σＴφｒＨ＝ σＴφｒＶ＝

σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝

σＴφ１＝ σＴφｒ ＝ σＴφｒＨ＝ σＴφ７＝ σＴφｒＶ＝

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘｒ ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝

σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝

σＴφ１＝ σＴφｒ ＝ σＴφｒＨ＝ σＴφｒＶ＝

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘｒ ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴｘ７＝

σＴｘｒＶ＝

σＴφ１＝ σＴφｒ ＝ σＴφｒＨ＝ σＴφ７＝ σＴφｒＶ＝

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘｒ ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴｘ11＝

σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘｒ ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴｘ７＝

地
震
の
方
向

運転時質量による応力

自 重 に よ る 応 力
半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

転 倒 モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

周 方 向 モ ー メ ン
ト に よ る 応 力

組 合 せ
一 次 応 力

水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向地震による応力

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 荷 重
に よ る 応 力

地
震
の
種
類

Ｅ

Ｗ

方

向

Ｎ

Ｓ

方

向

地
震
の
方
向

運転時質量による応力

自 重 に よ る 応 力
半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

転 倒 モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

周 方 向 モ ー メ ン
ト に よ る 応 力

組 合 せ
一 次 応 力

水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向地震による応力

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 荷 重
に よ る 応 力

地
震
の
種
類

弾

性

設

計

用

地

震

動

又

は

静

的

震

度

Ｅ

Ｗ

方

向

Ｓｄ

Ｎ

Ｓ

方

向

g

g

g

gg

g

g

g

gg

基

準

地

震

動

Ｓｓ

第
1
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価

点

第

2

評

価

点

第

1

評

価

点

第

2

評

価

点

第
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価

点

第

2
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点

第

1
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点

第

2

評

価

点



NT2 補③ Ⅴ-2-5-4-1-1 R0

   (5) 胴板（振れ止め付根部）に生じる地震動のみによる一次応力＋二次応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度）

(単位：MPa)

－

－ －

－

－

－ －

－

－

－ －

－

－

－ －

－

   (6) 胴板（振れ止め付根部）に生じる地震動のみによる一次応力＋二次応力（基準地震動Ｓｓ）

(単位：MPa)

1 2 14 36

3 1 2 4 13 34 101

0 0

1 2 14 36 1 3

3 1 2 4 13 34 1 2 106

0

1 2 15 41

3 1 2 4 15 39 113

0 1

1 2 15 41 1 4

3 1 2 4 15 39 1 2 119

0

－

－

地
震
の
種
類

地
震
の
方
向

評
価
点

応   力

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 応 力 　水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

－ －

せ ん 断 －

軸 方 向

周 方 向

軸 方 向

－

周 方 向 －

組 合 せ 一 次 応
力 ＋ 二 次 応 力
（ 変 動 値 ）

鉛 直 方 向 荷 重
に よ る 応 力

半 径 方 向 荷 重 に よ る 応 力
 転倒モーメント
 に よ る 応 力

半 径 方 向 荷 重 に よ る 応 力 周 方 向 モ ー メ ン ト に よ る 応 力

－ －

－

－

－

－

－

－

－

－ －

－

軸 方 向

せ ん 断

周 方 向 －

－－ －

－

－

－軸 方 向

－

－

－－

－

せ ん 断 －

周 方 向 －

せ ん 断

σＴφｒＨ＝ σＴ2φｒＨ＝ －

－ －

組 合 せ 一 次 応
力 ＋ 二 次 応 力
（ 変 動 値 ）鉛 直 方 向 荷 重

に よ る 応 力
半 径 方 向 荷 重 に よ る 応 力

 転倒モーメント
 に よ る 応 力

半 径 方 向 荷 重 に よ る 応 力 周 方 向 モ ー メ ン ト に よ る 応 力

－

周 方 向 － σＴφｒＶ＝ σＴ2φｒＶ＝ －

地
震
の
種
類

地
震
の
方
向

評
価
点

応   力

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 応 力 　水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

－ σＴ21＝

せ ん 断 － τＴ３＝ τＴｃ１＝

σＴ22＝

せ ん 断 － τＴ３＝

σＴφｒＨ＝ σＴ2φｒＨ＝ σＴφ７＝ σＴ2φ7＝周 方 向

軸 方 向 σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴ2ｘｒＨ＝

周 方 向 － σＴφｒＶ＝ σＴ2φｒＶ＝ －

－ σＴφｒＶ＝ σＴ2φｒＶ＝ －

τＴ３＝

σＴφｒＨ＝ σＴ2φｒＨ＝ σＴφ７＝ σＴ2φ7＝

軸 方 向 σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴ2ｘｒＨ＝ －

σＴφｒＶ＝ σＴ2φｒＶ＝ －

せ ん 断 －

軸 方 向 σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝ σＴｘ４＝

周 方 向

6
6

－

σＴ21＝

せ ん 断 － τＴ３＝ τＴｃ１＝

σＴ2ｘｒＨ＝ σＴｘ７＝ σＴ2ｘ7＝ σＴ22＝σＴｘｒＨ＝

軸 方 向 σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝

σＴφｒＨ＝ σＴ2φｒＨ＝ －

σＴ2ｘｒＨ＝ σＴｘ７＝ σＴ2ｘ7＝
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動
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3.3.3 ラグに生じる応力

（単位：MPa）

－ － － － － － －

－ － － － － － －

3 5 4 8 4 9 σＬｓ＝ 29

3 τＬｓ1＝ 5 5 9 4 9 σＬｓ＝ 30

3.3.4 振れ止めに生じる応力

（単位：MPa）

－ － － －

－ － － －

11 1 2 σＴｓ＝ 13

12 τＴｓ1＝ 1 2 σＴｓ＝ 14

3.3.5 取付ボルト（ラグ部）に生じる応力 1.3.6 取付ボルト（振れ止め部）に生じる応力

（単位：MPa） （単位：MPa）

－ － － －

－ － － －

399 － σＴｂ＝ 62 τＴｂ＝ 2

403 － σＴｂ＝ 71 τＴｂ＝ 2

3.3.7 シアーラグに生じる応力

（単位：MPa）

－ －

－ －

－ 13

－ 14

τＬｓ1＝ σＬｓ２＝ τＬｓ２＝ σＬｓ７＝ τＬｓ７＝

地震の種類

σＬｓ１＝

地 震 の 方 向

σＬｓ１＝ τＬｓ７＝

σＴｓ１＝ τＴｓ1＝ σＴｓ２＝

σＴｓ１＝ σＴｓ２＝

地震の種類 地 震 の 方 向

地 震 の 方 向

σＬｓ２＝ τＬｓ２＝ σＬｓ７＝

地 震 の 方 向

6
7

τＳ＝

τＳ＝

地震の種類

地震の種類 地 震 の 方 向

σＬｂ＝

σＬｂ＝

地震の種類

曲 げ せ ん 断 曲 げ せ ん 断
組 合 せ 応 力

運 転 時 質 量 に よ る 応 力 水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

曲 げ

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 応 力

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

引 張 応 力 せ ん 断 応 力

せ ん 断

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

弾性設計用
地震動Ｓｄ

又は
静的震度

弾性設計用地
震動Ｓｄ
又は

静的震度

引 張 り せ ん 断 曲 げ
組 合 せ 応 力

運 転 時 質 量 と 地 震 に よ る 応 力

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

弾性設計用地
震動Ｓｄ
又は

静的震度

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

引 張 応 力 せ ん 断 応 力

弾性設計用地
震動Ｓｄ
又は

静的震度

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

基準地震動
Ｓｓ

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

基準地震動
Ｓｓ

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

基準地震動
Ｓｓ

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

引 張 応 力 せ ん 断 応 力

弾性設計用地
震動Ｓｄ
又は

静的震度

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

基準地震動
Ｓｓ

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

基準地震動
Ｓｓ
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3.4. 結  論（Ａ号機）

 3.4.1 固有周期

（単位：ｓ）

１次

２次

３次

 3.4.2 応    力

（単位：MPa）

－ － σＬ０＝ 93 Ｓａ＝ 234

SB410 － － σＬ１＝ 110 Ｓａ＝ 351

－ － σＬ２＝ 85 Ｓａ＝ 360

－ － σＴ０＝ 65 Ｓａ＝ 234

SB410 － － σＴ１＝ 81 Ｓａ＝ 351

－ － σＴ２＝ 119 Ｓａ＝ 360

SM400A － － σＬｓ＝ 30 fＬｔ＝ 192

SM400A － － σＴｓ＝ 14 fＴｔ＝ 207

－ － σＴｂ＝ 71 fＴｔｏ＝ 455

SCM435

せ  ん  断 － － τＴｂ＝ 2 fＴｓｂ＝ 350

SM400A － － τＳ＝ 14 fＳｓｂ＝ 142

σＬｂ＝ 403 fＬｔｏ＝ 455－ －SCM435

せ  ん  断

引　張　り

一次一般膜

一      次

一次＋二次

組  合  せ

引　張　り

一次一般膜

一      次

一次＋二次

組  合  せ

弾設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ
材     料 応     力

卓  越
固  有  周  期

方  向

6
8

取付ボルト
（ラグ部）

取付ボルト
（振れ止め部）

シアーラグ

モ  ー  ド

部     材

胴     板
（ラグ付根部）

胴     板
（振れ止め
  付根部）

ラ     グ

振れ止め

算 出 応 力 許 容 応 力

すべて許容応力以下である。

算 出 応 力 許 容 応 力
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【残留熱除去系熱交換器の耐震性についての計算結果】

 4. 重大事故等対処設備　残留熱除去系熱交換器B号機

4.1 設 計 条 件

（m） （MPa） （℃） （℃）

3.45 249

EL. 2.0

注記 ＊1：基準床レベルを示す。

＊2：弾性設計用地震動Ｓｄに基づく設計用床応答スペクトルより得られる値

＊3：基準地震動Ｓｓに基づく設計用床応答スペクトルより得られる値

4.2 機 器 要 目

ｍ０ Ｄｉ ｔＬ ｔＴ ＣＬ１ ＣＬ２ ＣＴ１ ＣＴ２ ＡＬｓ１ ＡＬｓ２ ＡＴｓ ＡＴ ＡＳ ＺＬｓｐ ＺＬｓ

（kg） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm
2
） （mm

2
） （mm

2
） （mm

2
） （mm

2
） （mm

3
） （mm

3
）

ＺＬｓｔ ＺＴｓ

（mm
3
） （mm

3
）

ａＬ ｂＬ ｃＬ ａＴ ｄＴ ＡＬｂ ＡＴｂ Ｓｙ（胴板） Ｓｕ（胴板） Ｓ（胴板） Ｓｙ（ラグ） Ｓｕ（ラグ） Ｆ（ラグ） Ｆ　(ラグ)

（mm） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm
2
） （mm

2
） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa）

180 391 － 160 373 － 192

(40mm＜厚さ≦75mm)  

Ｓｙ（振れ止め） Ｓｕ（振れ止め） Ｆ（振れ止め） Ｆ　(振れ止め) Ｓｙ(取付ボルト) Ｓｕ(取付ボルト) Ｆ(取付ボルト) Ｆ　(取付ボルト) Ｓｙ(シアーラグ) Ｓｕ(シアーラグ) Ｆ（シアーラグ） Ｆ　(シアーラグ)

（MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa）

173 373 － 207 730 868 － 607 206 385 － 247

(16mm＜厚さ≦40mm)  (40mm＜厚さ≦75mm)  

注記 ＊3：最高使用温度で算出

＊4：ラグ部と振れ止め部は同一値

＊5：周囲環境温度で算出

水平方向 鉛直方向

－ －
ＣＨ＝0.73

又は＊3

ＣＶ＝0.64

又は＊3

6
9

常設耐震／防止
常設／緩和

ｋＬ １ ｋＬ ２ ｋＬｃ１ ｋＬｃ２ ｋＴｃ１ ｋＴｃ２

設 備 分 類
据付 場所 及 び 床面 高 さ

水 平 方 向
設 計 震 度

鉛 直 方 向
設 計 震 度

最 高 使 用 圧 力 最 高 使 用 温 度 周 囲 環 境 温 度
機 器 名 称

残留熱除去系熱交換器
Ｂ号機

原子炉建屋

ＣＬ １ ＣＬｃ１ ＣＬｃ２

固 有 周 期 ( s )

*1

水 平 方 向
設 計 震 度

鉛 直 方 向
設 計 震 度

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

＊

l l l

l

ＣＴｃ１ ＣＴｃ２ ｎＬ ｎＴ

* 3* 3 * 1 *3 * 3

＊

*3 * 3

＊ * 4 * 4 * 4 * 4 ＊

ＣＬ ２l

*1*1

* 5 * 5 *5 * 5
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4.3 計 算 数 値（Ｂ号機）

 4.3.1 胴板（ラグ付根部）に生じる応力

   (1) 胴板（ラグ付根部）に生じる一次一般膜応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度） （単位：MPa）

－ －

－ － －

－ －

－ －

－ － －

－ －

   (2) 胴板（ラグ付根部）に生じる一次一般膜応力（基準地震動Ｓｓ） （単位：MPa）

93 －

47 － 4 4 3 93

－ －

93 －

47 － 4 4 3 93

－ －

7
0

－ － －

－ － －

σＬφ１＝ － － －

σＬφ１＝ －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ －

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ11＝σＬｘ４＝ σＬ０＝

－ － －

σＬｘ４＝σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ11＝ σＬ０＝

－ － －

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

Ｅ

Ｗ

方

向

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

Ｎ

Ｓ

方

向

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

Ｎ

Ｓ

方

向

Ｅ

Ｗ

方

向

弾性設計用
地震動Ｓｄ

又は
静的震度

基準地震動
Ｓｓ

地
震
の
種
類

自 重 に よ る 応 力

運 転 時 質 量 に よ る 応 力 水平方向地震による応力

転 倒モーメントによる応力

組 合 せ 一 次

一 般 膜 応 力

応 力 静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向荷重による応力

鉛直方向地震による応力地
震
の
方
向

地
震
の
種
類 自 重 に よ る 応 力

運 転 時 質 量 に よ る 応 力 水平方向地震による応力

転 倒モーメントによる応力

組 合 せ 一 次

一 般 膜 応 力

応 力 静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向荷重による応力

鉛直方向地震による応力
地
震
の
方
向
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   (3) 胴板（ラグ付根部）に生じる一次応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度） （単位：MPa）

応    力

周 方 向 － － － － － － － － －

軸 方 向 － － － － － － － － － －

せ ん 断 － － － －

周 方 向 － － － － － － － －

軸 方 向 － － － － － － － － －

せ ん 断 － － －

周 方 向 － － － － － － － －

軸 方 向 － － － － － － － － －

せ ん 断 － － － －

周 方 向 － － － － － － － －

軸 方 向 － － － － － － － － －

せ ん 断 － － －

   (4) 胴板（ラグ付根部）に生じる一次応力（基準地震動Ｓｓ） （単位：MPa）

7
1 応    力

周 方 向 93 ― ― 5 ― 7 ― ― 7

軸 方 向 47 ― 4 3 4 4 ― 3 4 σＬ１１＝ 108

せ ん 断 ― ― ― τＬｃ１＝ 4 τＬ３＝ 0 ―

周 方 向 93 ― ― ― ― ― σＬφ７＝ 1 ― ―

軸 方 向 47 ― 4 ― 4 ― 3 3 ― σＬ１２＝ 96

せ ん 断 ― ― τＬ １＝ 4 τＬ ２＝ 2 0 τＬ ６＝ 5

周 方 向 93 ― ― 5 ― 7 ― ― 7

軸 方 向 47 ― 4 3 4 4 ― 3 4 σＬ１１＝ 108

せ ん 断 ― ― ― τＬｃ１＝ 4 τＬ３＝ 0 ―

周 方 向 93 ― ― ― ― ― σＬφ７＝ 1 ― ―

軸 方 向 47 ― 4 ― 4 ― 2 3 ― σＬ１２＝ 96

せ ん 断 ― ― τＬ １＝ 4 τＬ ２＝ 2 0 τＬ ６＝ 5

－

－

－ －

評
価
点

－

－

評
価
点

σＬφ１＝ σＬφ３＝ σＬφ５＝

σＬｘ12＝σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ３＝ σＬｘ４＝ σＬｘ５＝ σＬｘ11＝

σＬφ12＝

σＬφ１＝

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ４＝ σＬｘ11＝σＬｘ７＝

τＬ３＝

σＬφ１＝ σＬφ３＝ σＬφ５＝ σＬφ12＝

τＬ３＝

σＬｘ11＝ σＬｘ12＝

σＬφ１＝

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ４＝ σＬｘ11＝

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ３＝ σＬｘ４＝ σＬｘ５＝

σＬｘ７＝

地
震
の
方
向

運転時質量による応力

自 重 に よ る 応 力
曲 げ モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

転 倒 モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 モ ー メ
ン ト に よ る 応 力

周 方 向 モ ー メ ン
ト に よ る 応 力

組 合 せ
一 次 応 力

水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向地震による応力

鉛直方向モーメント
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 荷 重
に よ る 応 力

地
震
の
種
類

基

準

地

震

動

Ｅ

Ｗ

方

向

Ｓｓ

l

l l

l

Ｎ

Ｓ

方

向

ll l

l lll l

地
震
の
方
向

運転時質量による応力

自 重 に よ る 応 力 曲 げ モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

転 倒 モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 モ ー メ
ン ト に よ る 応 力

周 方 向 モ ー メ ン
ト に よ る 応 力

組 合 せ
一 次 応 力

水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向地震による応力

鉛直方向モーメント
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 荷 重
に よ る 応 力

地
震
の
種
類

弾

性

設

計

用

地

震

動

又

は

静

的

震

度

Ｅ

Ｗ

方

向

Ｓｄ

l

l l

l

Ｎ

Ｓ

方

向

ll l

l lll l

第
1

評

価

点

第

2

評

価

点

第

1

評

価

点

第

2

評

価

点

第

1

評

価

点

第

2

評

価

点

第

1

評

価

点

第

2

評

価

点

l
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   (5) 胴板（ラグ付根部）に生じる地震動のみによる一次応力＋二次応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度）

(単位：MPa)

－ －

－ －

   (6) 胴板（ラグ付根部）に生じる地震動のみによる一次応力＋二次応力（基準地震動Ｓｓ）

(単位：MPa)

7 9 7 8

3 4 18 4 4 16 68

0 4

1 9

3 4 3 4 29

τＬ ６＝ 5 0 τＬ ２＝ 2

7 9 7 9

3 4 18 4 4 18 72

0 4

1 8

3 4 2 4 28

τＬ ６＝ 5 0 τＬ ２＝ 2

－

－

－ －

－ －

－ － － － －

7
2

地
震
の
種
類

地
震
の
方
向

評
価
点

応   力

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 応 力 　水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

周 方 向 － －

鉛 直 方 向 荷 重
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 モ ー メ ン ト に よ る 応 力

軸 方 向 － －

周 方 向 － － － －

せ ん 断

組 合 せ 一 次 応
力 ＋ 二 次 応 力
（ 変 動 値 ）

 転倒モーメント
 に よ る 応 力

鉛 直 方 向 モ ー メ ン ト に よ る 応 力 周 方 向 モ ー メ ン ト に よ る 応 力

－

せ ん 断 －

－

軸 方 向 － － －

－

周 方 向 － － －

軸 方 向 －

せ ん 断 －

－

－ － －

－

周 方 向 － － － －

せ ん 断

軸 方 向 － －

－ －

－

－ － －

地
震
の
種
類

地
震
の
方
向

評
価
点

応   力

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 応 力 　水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力
組 合 せ 一 次 応
力 ＋ 二 次 応 力
（ 変 動 値 ） 転倒モーメント

 に よ る 応 力
鉛 直 方 向 モ ー メ ン ト に よ る 応 力 周 方 向 モ ー メ ン ト に よ る 応 力

鉛 直 方 向 荷 重
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 モ ー メ ン ト に よ る 応 力

周 方 向 － σＬφ12＝ σＬ2φ12＝

σＬ2ｘ5＝ － σＬ21＝

せ ん 断 － τＬ３＝ τＬｃ１＝

－ σＬφ５＝ σＬ2φ5＝ －

軸 方 向 σＬｘ11＝ σＬｘ12＝ σＬ2ｘ12＝ σＬｘ４＝ σＬｘ５＝

σＬφ７＝ σＬ2φ7＝

軸 方 向 σＬｘ11＝ － σＬｘ４＝ － σＬｘ７＝ σＬ2ｘ7＝

周 方 向 － － － －

σＬ22＝

せ ん 断 τＬ３＝

周 方 向 － σＬφ12＝ σＬ2φ12＝ － σＬφ５＝ σＬ2φ5＝ －

軸 方 向 σＬｘ11＝ σＬｘ12＝ σＬ2ｘ12＝ σＬｘ４＝ σＬｘ５＝ σＬ2ｘ5＝ － σＬ21＝

せ ん 断 － τＬ３＝ τＬｃ１＝

周 方 向 － － －

σＬ22＝

せ ん 断 τＬ３＝

－ σＬφ７＝ σＬ2φ7＝

軸 方 向 σＬｘ11＝ － σＬｘ４＝ － σＬｘ７＝ σＬ2ｘ7＝

基

準

地

震

動

Ｓｓ

Ｅ

Ｗ

方

向

l

l

Ｎ

Ｓ

方

向

l

l l

Ｅ

Ｗ

方

向

l

l

Ｎ

Ｓ

方

向

l

l l

弾

性

設

計

用

地

震

動

又

は

静

的

震

度

Ｓｄ

第

1

評

価

点

第

2

評

価

点

第

1

評

価

点

第

2

評

価

点

第

1

評

価

点

第

2

評

価

点

第

1

評

価

点

第

2

評

価

点
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 4.3.2 胴板（振れ止め付根部）に生じる応力

   (1) 胴板（振れ止め付根部）に生じる一次一般膜応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度） （単位：MPa）

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

   (2) 胴板（振れ止め付根部）に生じる一次一般膜応力（基準地震動Ｓｓ） （単位：MPa）

65 ―

33 ― 3 4 2 65

― ―

65 ―

33 ― 3 4 2 65

― ―

7
3

－ － －

－ － －

σＴφ１＝ ― ― ―

σＴφ１＝ ―

－ － －

－ － － －

－ － － －

－ － －

― ―

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘ11＝σＴｘ４＝ σＴ０＝

― ― ―

σＴｘ４＝σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘ11＝ σＴ０＝

― ― ―

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

Ｎ

Ｓ

方

向

弾性設計用地
震動Ｓｄ

又は
静的震度

Ｅ

Ｗ

方

向

Ｎ

Ｓ

方

向

基準地震動
Ｓｓ

地
震
の
種
類 自 重 に よ る 応 力

運 転 時 質 量 に よ る 応 力 水平方向地震による応力

転 倒モーメントによる応力

組 合 せ 一 次

一 般 膜 応 力

応 力 静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向荷重による応力

鉛直方向地震による応力
地
震
の
方
向

地
震
の
種
類 自 重 に よ る 応 力

運 転 時 質 量 に よ る 応 力 水平方向地震による応力

転 倒モーメントによる応力

組 合 せ 一 次

一 般 膜 応 力

応 力 静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向荷重による応力

鉛直方向地震による応力
地
震
の
方
向

Ｅ

Ｗ

方

向
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   (3) 胴板（振れ止め付根部）に生じる一次応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度） （単位：MPa）

応    力

周 方 向 － － － － － － － － －

軸 方 向 － － － － － － － － － －

せ ん 断 － － － － －

周 方 向 － － － － － － － － －

軸 方 向 － － － － － － － － － －

せ ん 断 － － － － －

周 方 向 － － － － － － － － －

軸 方 向 － － － － － － － － － －

せ ん 断 － － － － －

周 方 向 － － － － － － － － －

軸 方 向 － － － － － － － － － －

せ ん 断 － － － － －

   (4) 胴板（振れ止め付根部）に生じる一次応力（基準地震動Ｓｓ） （単位：MPa）

7
4 応    力

周 方 向 65 ― ― 1 ― 15 ― ― 1

軸 方 向 33 ― 3 1 4 15 ― 2 1 σＴ１１＝ 81

せ ん 断 ― ― ― τＴｃ１＝ 3 τＴ３＝ 0 ―

周 方 向 65 ― ― 1 ― 15 4 ― 1

軸 方 向 33 ― 3 1 4 15 6 2 1 σＴ１２＝ 84

せ ん 断 ― ― ― τＴ３＝ 0 ―

周 方 向 65 ― ― 1 ― 17 ― ― 1

軸 方 向 33 ― 3 1 4 16 ― 2 1 σＴ１１＝ 82

せ ん 断 ― ― ― τＴｃ１＝ 3 τＴ３＝ 0 ―

周 方 向 65 ― ― 1 ― 17 4 ― 1

軸 方 向 33 ― 3 1 4 16 6 2 1 σＴ１２＝ 85

せ ん 断 ― ― ― τＴ３＝ 0 ―

評
価
点

評
価
点

σＴφ１＝ σＴφｒ ＝ σＴφｒＨ＝ σＴφｒＶ＝

σＴｘｒＶ＝

σＴφ１＝ σＴφｒ ＝ σＴφｒＨ＝ σＴφ７＝ σＴφｒＶ＝

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘｒ ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴｘ11＝

σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝

σＴφ１＝ σＴφｒ ＝ σＴφｒＨ＝ σＴφｒＶ＝

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘｒ ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴｘ７＝

σＴｘｒＶ＝

σＴφ１＝ σＴφｒ ＝ σＴφｒＨ＝ σＴφ７＝ σＴφｒＶ＝

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘｒ ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴｘ11＝

σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘｒ ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴｘ７＝

地
震
の
方
向

運転時質量による応力

自 重 に よ る 応 力
半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

転 倒 モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

周 方 向 モ ー メ ン
ト に よ る 応 力

組 合 せ
一 次 応 力

水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向地震による応力

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 荷 重
に よ る 応 力

地
震
の
種
類

Ｅ

Ｗ

方

向

Ｎ

Ｓ

方

向

g

g

g

gg

g

g

g

gg

地
震
の
方
向

運転時質量による応力

自 重 に よ る 応 力
半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

転 倒 モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

周 方 向 モ ー メ ン
ト に よ る 応 力

組 合 せ
一 次 応 力

水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向地震による応力

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 荷 重
に よ る 応 力

地
震
の
種
類

弾

性

設

計

用

地

震

動

又

は

静

的

震

度

Ｅ

Ｗ

方

向

Ｓｄ

Ｎ

Ｓ

方

向

g

g

g

gg

g

g

g

gg

基

準

地

震

動

Ｓｓ

第

1

評

価

点

第

2

評

価

点

第

1

評

価

点

第

2

評

価

点

第

1

評

価

点

第

2

評

価

点

第

1

評

価

点

第

2

評

価

点
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   (5) 胴板（振れ止め付根部）に生じる地震動のみによる一次応力＋二次応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度）

(単位：MPa)

－

－ －

－

－

－ －

－

－

－ －

－

－

－ －

－

   (6) 胴板（振れ止め付根部）に生じる地震動のみによる一次応力＋二次応力（基準地震動Ｓｓ）

(単位：MPa)

1 3 15 40

2 1 3 4 15 38 117

0 3

1 3 15 40 4 31

2 1 3 4 15 38 6 16 177

0

1 3 17 45

2 1 3 4 16 43 129

0 3

1 3 17 45 4 28

2 1 3 4 16 43 6 15 185

0

－

－ － －

－ －

－ －

7
5

組 合 せ 一 次 応
力 ＋ 二 次 応 力
（ 変 動 値 ）

鉛 直 方 向 荷 重
に よ る 応 力

半 径 方 向 荷 重 に よ る 応 力
 転倒モーメント
 に よ る 応 力

半 径 方 向 荷 重 に よ る 応 力 周 方 向 モ ー メ ン ト に よ る 応 力

地
震
の
種
類

地
震
の
方
向

評
価
点

応   力

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 応 力 　水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

－ －

軸 方 向 －

周 方 向

－

－ －

周 方 向 － －

せ ん 断 －

－

－

軸 方 向

－

－

－ － －

－ －

せ ん 断 －

－

－ －

せ ん 断 －

－

せ ん 断 －

－

軸 方 向

軸 方 向

周 方 向 － －

周 方 向

組 合 せ 一 次 応
力 ＋ 二 次 応 力
（ 変 動 値 ）鉛 直 方 向 荷 重

に よ る 応 力
半 径 方 向 荷 重 に よ る 応 力

 転倒モーメント
 に よ る 応 力

半 径 方 向 荷 重 に よ る 応 力 周 方 向 モ ー メ ン ト に よ る 応 力

地
震
の
種
類

地
震
の
方
向

評
価
点

応   力

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 応 力 　水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

σＴφｒＨ＝ σＴ2φｒＨ＝ －

軸 方 向 σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴ2ｘｒＨ＝

周 方 向 － σＴφｒＶ＝ σＴ2φｒＶ＝ －

周 方 向 － σＴφｒＶ＝ σＴ2φｒＶ＝ －

－ σＴ21＝

せ ん 断 － τＴ３＝ τＴｃ１＝

σＴ2ｘｒＨ＝ σＴｘ７＝ σＴ2ｘ7＝ σＴ22＝

せ ん 断 － τＴ３＝

σＴφｒＨ＝ σＴ2φｒＨ＝ σＴφ７＝ σＴ2φ7＝

軸 方 向 σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝

σＴφｒＨ＝ σＴ2φｒＨ＝ －

τＴ３＝

σＴφｒＨ＝ σＴ2φｒＨ＝ σＴφ７＝ σＴ2φ7＝

軸 方 向 σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴ2ｘｒＨ＝ －

σＴφｒＶ＝ σＴ2φｒＶ＝ －

せ ん 断 －

σＴ21＝

せ ん 断 － τＴ３＝ τＴｃ１＝

σＴ2ｘｒＨ＝ σＴｘ７＝ σＴ2ｘ7＝ σＴ22＝

周 方 向 － σＴφｒＶ＝ σＴ2φｒＶ＝ －

軸 方 向 σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝

周 方 向 －

基

準

地

震

動

Ｓｓ

Ｅ

Ｗ

方

向

Ｎ

Ｓ

方

向

Ｅ

Ｗ

方

向

Ｎ

Ｓ

方

向

弾

性

設

計

用

地

震

動

又

は

静

的

震

度

Ｓｄ

第

1

評

価

点

第

2

評

価

点

第

1

評

価

点

第

2

評

価

点

第

1

評

価

点

第

2

評

価

点

第

1

評

価

点

第

2

評

価

点
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 4.3.3 ラグに生じる応力

（単位：MPa）

－ － － － － － －

－ － － － － － －

3 5 4 7 4 7 σＬｓ＝ 26

3 τＬｓ1＝ 5 4 8 4 7 σＬｓ＝ 26

 4.3.4 振れ止めに生じる応力

（単位：MPa）

－ － － －

－ － － －

12 25 14 σＴｓ＝ 50

14 τＴｓ1＝ 23 13 σＴｓ＝ 48

 4.3.5 取付ボルト（ラグ部）に生じる応力  2.3.6 取付ボルト（振れ止め部）に生じる応力

（単位：MPa） （単位：MPa）

－ － － －

－ － － －

348 － σＴｂ＝ 210 τＴｂ＝ 35

352 － σＴｂ＝ 204 τＴｂ＝ 33

 4.3.7 シアーラグに生じる応力

（単位：MPa）

－ －

－ －

－ 11

－ 12

7
6

地震の種類 地 震 の 方 向

σＬｓ１＝

地震の種類 地 震 の 方 向

τＬｓ1＝ σＬｓ２＝ τＬｓ２＝ τＬｓ７＝

σＬｓ１＝ σＬｓ２＝ τＬｓ２＝ σＬｓ７＝ τＬｓ７＝

σＬｓ７＝

σＴｓ１＝ τＴｓ1＝ σＴｓ２＝

σＴｓ１＝ σＴｓ２＝

地震の種類 地 震 の 方 向 地震の種類 地 震 の 方 向

σＬｂ＝

σＬｂ＝

地震の種類 地 震 の 方 向

τＳ＝

τＳ＝

曲 げ せ ん 断 曲 げ せ ん 断
組 合 せ 応 力

運 転 時 質 量 に よ る 応 力 水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

曲 げ

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 応 力

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

引 張 応 力 せ ん 断 応 力

せ ん 断

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

弾性設計用
地震動Ｓｄ

又は
静的震度

弾性設計用地
震動Ｓｄ
又は

静的震度

引 張 り せ ん 断 曲 げ
組 合 せ 応 力

運 転 時 質 量 と 地 震 に よ る 応 力

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

弾性設計用地
震動Ｓｄ
又は

静的震度

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

引 張 応 力 せ ん 断 応 力

弾性設計用地
震動Ｓｄ
又は

静的震度

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

基準地震動
Ｓｓ

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

基準地震動
Ｓｓ

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

基準地震動
Ｓｓ

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

引 張 応 力 せ ん 断 応 力

弾性設計用地
震動Ｓｄ
又は

静的震度

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

基準地震動
Ｓｓ

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

基準地震動
Ｓｓ
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4.4. 結  論（Ｂ号機）

 2.4.1 固有周期

（単位：ｓ）

１次

２次

３次

 4.4.2 応    力

（単位：MPa）

－ － σＬ０＝ 93 Ｓａ＝ 234

SB410 － － σＬ１＝ 108 Ｓａ＝ 351

－ － σＬ２＝ 72 Ｓａ＝ 360

－ － σＴ０＝ 65 Ｓａ＝ 234

SB410 － － σＴ１＝ 85 Ｓａ＝ 351

－ － σＴ２＝ 185 Ｓａ＝ 360

SM400A － － σＬｓ＝ 26 fＬｔ＝ 192

SM400A － － σＴｓ＝ 50 fＴｔ＝ 207

－ － σＴｂ＝ 210 fＴｔｏ＝ 455

SCM435

せ  ん  断 － － τＴｂ＝ 35 fＴｓｂ＝ 350

SM400A － － τＳ＝ 12 fＳｓｂ＝ 142

7
7

モ  ー  ド
卓  越

固  有  周  期
方  向

胴     板
（ラグ付根部）

一次一般膜

一      次

一次＋二次

胴     板
（振れ止め
  付根部）

一次一般膜

一      次

一次＋二次

弾設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ
部     材 材     料 応     力

ラ     グ 組  合  せ

振れ止め 組  合  せ

取付ボルト
（ラグ部）

SCM435 引　張　り fＬｔｏ＝ 455

取付ボルト
（振れ止め部）

引　張　り

シアーラグ せ  ん  断

－ σＬｂ＝ 352－

算 出 応 力 許 容 応 力

すべて許容応力以下である。

算 出 応 力 許 容 応 力




